


はは じじ めめ にに

都営交通は、現在、一日約300万人のお客様に利用され、東京の都市活動や都民生活に欠

かせない公共交通機関として重要な役割を担っています。

これまで交通局は、「東京都交通局経営計画-新チャレンジ2007-」（平成19～21年度）に

基づき、安全対策の強化やお客様サービスの充実、財務状況の改善などに取り組み、一定の

成果を上げてきました。

しかし、今後、少子高齢化が進むとともに、景気の長期低迷が予想される社会経済状況の

もとで、乗客数の大幅な増加を期待することはできません。また、公共交通機関には、輸送

の安全確保やＣＯ２削減など環境負荷低減への取組がこれまで以上に強く求められています。

さらに、お客様のニーズは一層多様化・高度化するなど、交通局を取り巻く事業環境は、よ

り厳しさを増しています。

交通局の財務状況については、平成18年度決算で地下鉄事業の経常収支が黒字に転換する

など改善されつつあるものの、依然として多額の累積欠損金や長期債務を抱え、厳しい状況

が続いています。

このため、こうした状況を踏まえ、「新チャレンジ2007」の成果も活かしながら、今後、

交通局が進むべき道標として、このたび平成22年度を初年度とする3か年の「東京都交通局

経営計画-ステップアップ2010-」を策定しました。

交通局は計画期間中の平成23年（2011年）に100周年を迎えます。これまで幾多の困難を

乗り越えて今日を迎えることができたのは、ひとえにご利用いただいている多くのお客様の

おかげと深く感謝しています。

今後、関係機関の理解と協力を得ながら、この経営計画に基づき、安全の確保を最優先に、

質の高いきめ細かなサービス提供に努めるとともに、不断の経営改革に取り組むことにより、

さらなるステップアップを果たし、お客様に信頼・支持され、ともに歩む都営交通を目指し

ていきます。
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本計画は、これからの交通局の経営のあり方と、それを実現していくための具体

的な取組を示したものです。

交通局を取り巻く事業環境を踏まえ、中長期的な視点から、各事業が抱える課題

解決に向け、今後の経営の方向を明らかにしています。

「１０年後の東京」計画など都の施策との整合を図りながら、４つの取組方針を

柱に、計画期間中の主要事業や財政収支目標を示しています。

【計画期間】

平成22年度から平成24年度までの３か年

本計画の位置づけ



経経 営営 方方 針針

１１





私たちは、東京の都市活動や都民生活を支える公共交通機関として、

お客様に信頼・支持され、ともに歩む都営交通をめざします。

このため、公共交通機関の使命である安全の確保を最優先に、多様

化・高度化するニーズを的確に把握し、真にお客様本位のサービスの創

造と不断の経営改革に取り組んでいきます。

お客様の安全・安心を何よりも大切にし、災害に強く、事故お客様の安全・安心を何よりも大切にし、災害に強く、事故

のない都営交通をめざします。のない都営交通をめざします。

お客様に心から喜んでいただけるサービスを提供し、快適でお客様に心から喜んでいただけるサービスを提供し、快適で

利用しやすい都営交通をめざします。利用しやすい都営交通をめざします。

公営交通としての使命と社会的役割を十分に果たし、環境に公営交通としての使命と社会的役割を十分に果たし、環境に

優しく、地域の活性化に貢献する都営交通をめざします。優しく、地域の活性化に貢献する都営交通をめざします。

経営力を強化し、スリムで足腰の強い都営交通をめざします。経営力を強化し、スリムで足腰の強い都営交通をめざします。

【【お客様への４つの約束お客様への４つの約束】】

交通局経営方針

３３





Ⅰ 交通局を取り巻く事業環境と交通局を取り巻く事業環境と
今後の経営の方向今後の経営の方向

５５



【人口減少社会の到来】

○ 東京都の人口は、当面は人口流入等により増

加傾向が続くものの、平成２７年ごろにピーク

を迎え、以後は減少に転じていくと予想されて

います。

また、少子高齢化の進行に伴い、生産年齢人

口が減少するため、今後、公共交通機関の乗客

数も減少すると見込まれます。

【景気の低迷】

○ 平成２０年秋に始まった世界金融危機により、わが国の景気は大きく落ち込み、この先の見

通しも厳しいものとなっています。鉄道等、公共交通機関の乗客数も減少傾向に転じており、

景気低迷の影響を受けていると見られています。

【安全・安定輸送の確保に求められるレベルの高まり】

○ 鉄道・バス等の事故や、車両等の不具合に起因する輸送障害が大きく報道され、「安全・

安心」への関心が、かつてないほどに高まっています。

日々の生活に不可欠な公共交通機関には、ハード・ソフト両面の取組により、今まで以上

に安全性の向上と安定的な運行が求められています。

○ 地震や台風などの自然災害に加えて、新型インフルエンザなどの感染症、さらには無差別

テロや放火など、様々な災害や事件・事故に対して、被害の防止・軽減・早期復旧のための

対策の強化が求められています。

【社会資本ストックの老朽化への対応】

○ 高度経済成長期に整備された道路や橋など、

社会資本ストックの老朽化が問題になっていま

す。地下鉄のトンネル等についても、安全輸送

を支える基盤として、適切に維持管理し、資産

を良好な状態で将来世代に承継していく必要が

あります。

人口の推移と将来予測
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【ユニバーサルデザイン注１のまちづくりの推進】

○ 少子高齢化の進行に伴い、出産や子育てのしやすい環境の整備や高齢者の多様な分野での

参加の促進などへの対応が求められています。

○ 羽田・成田両空港の整備や外国人旅行者誘致の様々な取組と合わせて、来訪者が快適に移

動し、観光を満喫できる環境づくりが求められています。

○ これらの環境変化を踏まえ、公共交通機関において、高齢者、こども、障害者、外国人を

含む観光客等、すべての人々にとって、安心して円滑に移動できるまちづくりが求められて

います。

【価値観やライフスタイルの多様化】

○ 人々の価値観やライフスタイルが多様化する中で、今後、公共交通機関が、利用者から選

択されるようなサービスをいかに提供していくかが重要となっています。

このため、基本的な輸送サービスを確実に提供した上で、駅・車内の快適性向上、利用者

への情報提供等、多様で質の高いサービスを提供していく必要があります。

【情報通信技術の発展】

○ 携帯電話等の情報通信端末の普及や、高速大

容量情報通信技術の進歩などにより、自由な情

報のやりとりができるユビキタス社会注２の到来

が現実味を増しています。

○ 公共交通機関においては、ＰＡＳＭＯなどの

ＩＣカードが急速に普及しました。様々な交通

機関で相互に利用できる高い利便性が評価され

ているとともに、電子マネーなど、多機能・多

目的なカードとして、活用の場が広がっていま

す。

注１注１ユニバーサルデザインユニバーサルデザイン

障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず、多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をあらかじめデザインする

考え方

注２注２ユビキタス社会ユビキタス社会

情報通信機器が現実生活の至る所に埋め込まれ、いつでもどこでも利用者が意識せず、かつ複雑な操作がなくとも情報通信

技術を有機的に活用できる社会

情報通信機器の普及率の推移（世帯）
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【環境にやさしい公共交通機関への期待の高まり】

○ 平成１２年の大江戸線全線の開業などにより、区部には高密度な鉄道ネットワークが形成さ

れています。今後は、鉄道各社及びバス・路面電車など各種交通機関との連携によるネット

ワーク効果の発揮が求められていきます。

○ 東京の道路網については、三環状道路の整備により、自動車交通の流れが円滑になり、バス

の定時性が確保されるなど、公共交通機関の利便性が高まることも期待されます。

○ 鉄道やバスなどの公共交通機関は、特に人口が稠密な都市において、自家用車に比べてエネ

ルギー効率が極めて高く、環境にやさしい交通手段として利用促進が求められています。

○ 一方で、公共交通機関には、ＣＯ２排出事業者として省エネルギー車両の導入等の環境対策

を強化することも求められています。

輸送機関別　1人を1km運ぶ際のＣＯ２排出量
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交通エコロジー・モビリティ財団「運輸・交通と環境　2009年版」より作成

（自家用乗用車の1/3）

（自家用乗用車の1/9）
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【公営企業の経営改善の推進】

○ 公営企業は、住民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを提供する役割を果たし

ており、将来にわたり、企業としての経済性を発揮しつつ、その本来の目的である公共の福

祉を増進していくためには、経営環境の変化に適切に対応し、公営企業のあり方を絶えず見

直していくことが不可欠となっています。

○ 特に、平成２１年４月から財政健全化法
注３

が全面施行されたことを踏まえ、現在公営企業

が行っている事業そのものの意義、供給してい

るサービスの必要性について検討すること、さ

らに、費用対効果が最大となる事業手法を選択

することなどを含め、各地方公共団体において、

公営企業の抜本的改革の推進、一層の経営の健

全化等に集中的に取り組むことが求められてい

ます。

【公営企業に対する社会的要請の高まり】

○ 民間企業では、消費者、株主など全てのステークホルダー（利害関係者）に対する説明責任

や、社会的・環境的課題への自発的取組を重視するＣＳＲ
注４

が、経営の重要な要素となって

います。公営企業は、説明責任を的確に果たすことはもとより、行政施策との連携や環境へ

の配慮、地域社会への貢献など、民間企業よりも高いレベルで社会的要請に対応することが

求められています。

【公営交通に求められる役割】

○ 公共交通は、公営事業者と民営事業者で担ってきた分野であり、近年、規制緩和の進展によ

り、民間企業との事業者間競争が激しさを増しています。公営企業は、民間委託や民間的経

営手法の導入等、経営の一層の健全化・効率化に取り組むとともに、住民に対してより良質

なサービスを提供していくことが求められています。

○ さらに、公営交通には、地域における生活の足の確保という行政課題についても、的確に取

り組むことが求められています。

注３注３財政健全化法財政健全化法

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年６月制定）のこと。一般会計、特別会計と企業会計を合わせた

連結決算により地方公共団体全体の財政状況を明確にすることを目的の一つとしており、公営企業について、より一層の経営

健全化が求められている。

注４注４ＣＳＲＣＳＲ

Corporate Social Responsibilityの略。企業が社会的・環境的課題などを自発的に経営戦略等の中核に取り込み、様々な主

体（ステークホルダー）と協働しながら、持続可能な社会に貢献する活動

地方公営企業等の民営化・民間譲渡の実施状況
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■高速電車事業（都営地下鉄）

《現状と課題》

【将来的には伸びが期待できない乗客数】

○ 都営地下鉄は昭和３５年の浅草線の営業開始から順次路線を拡大し、現在の営業キロ

は、４路線の合計で１０９㎞となっています。

○ 大江戸線全線の開業により、都営地下

鉄のネットワークは大幅に充実し、１日

あたりの乗客数は２３４万人まで増加し

ました。

○ しかし、少子高齢化が一層進行すると

ともに、平成２７年ごろには、東京にお

いても人口減少社会に突入することが見

込まれるなど、長期的には乗客数の伸び

は期待できません。

【多額の累積欠損金と安全投資の必要性】

○ 経常損益は、平成１８年度決算から黒字基調となり、平成２０年度には、１４０億円

の黒字を確保し、経営状態は着実に改善しています。しかし、依然として平成２０年度

末で４，４３３億円にのぼる累積欠損金

と１兆円を超える長期債務を抱えており、

その解消には、相当な年月がかかるもの

と見込まれます。

○ さらに、安全・安心への対策や老朽化

した施設の更新など、今後の事業運営に

は多額の投資が必要になります。

【都営地下鉄と東京メトロ】

○ 東京の地下鉄は、都営地下鉄と東京メトロの二つの事業者によって運営されています。

このため、サービス内容が異なるなど、お客様の利便性を損なっている面があり、地下

鉄の一元化は、今後の重要な課題です。

しかし、一方で、現状では解決すべき様々な課題を抱えており、まずはサービスの一

体化をより一層進めることで、お客様の利便性の向上に努めています。

都営地下鉄の一日あたり乗客数の推移
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《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● お客様の安全を確保するための設備投資に、重点的に取り組んでいきます。

● 安全輸送基盤の整備に重点的に取り組み、施設・設備・車両の日々の保守点検や維持

管理を通じて、安全の確保に万全を期していきます。

● トンネルなどの構築物について、予防保全の考え方を取り入れながら計画的な改修を

進め、高いレベルで安全性を確保するとともに長寿命化を実現します。

● 環境にやさしく、大量輸送が可能な交通手段である地下鉄の特性を十分に発揮できる

よう、一層の利用促進を図るとともに、積極的に省エネルギー対策に取り組み、ＣＯ２

削減に貢献します。

● 全ての人に優しい交通機関として、ハード・ソフト両面で、より快適で質の高い輸送

サービスを提供します。

● 利用促進の取組と併せて、より一層の効率化に取り組むことにより、経営力の強化を

図り、累積欠損金の解消及び長期債務の縮減を目指します。

● 東京メトロとデザインを統一した乗継案内や駅案内表示の充実に取り組むなど、サー

ビスの一体化をより一層進めていきます。

《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● お客様の安全を確保するための設備投資に、重点的に取り組んでいきます。

● 安全輸送基盤の整備に重点的に取り組み、施設・設備・車両の日々の保守点検や維持

管理を通じて、安全の確保に万全を期していきます。

● トンネルなどの構築物について、予防保全の考え方を取り入れながら計画的な改修を

進め、高いレベルで安全性を確保するとともに長寿命化を実現します。

● 環境にやさしく、大量輸送が可能な交通手段である地下鉄の特性を十分に発揮できる

よう、一層の利用促進を図るとともに、積極的に省エネルギー対策に取り組み、ＣＯ２

削減に貢献します。

● 全ての人に優しい交通機関として、ハード・ソフト両面で、より快適で質の高い輸送

サービスを提供します。

● 利用促進の取組と併せて、より一層の効率化に取り組むことにより、経営力の強化を

図り、累積欠損金の解消及び長期債務の縮減を目指します。

● 東京メトロとデザインを統一した乗継案内や駅案内表示の充実に取り組むなど、サー

ビスの一体化をより一層進めていきます。

大江戸線

三田線浅草線

新宿線

都営地下鉄４線
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■自動車事業（都営バス）

《現状と課題》

【減少が続く乗客数】

○ 都営バスの一日平均の乗客数は、昭和４７年度の１３０万人を最高に、自家用車の普

及や都内における地下鉄新線の開業などの影響を受け続け、年々減少しています。

○ 平成１４年に実施された乗合バスの参入規制の緩和に伴い、コミュニティバスを運行

する新たな事業者が参入するなど、都営バスとの競合が起きています。

○ 近年、乗客数はいったん下げ止まりの

様相となりましたが、景気悪化や地下鉄

新線開業等の影響を受け、平成２０年末

ごろから再び減少傾向となっています。

【厳しい財務状況】

○ バス事業の収支は、平成１６年度から経常損益は黒字となっていますが、営業損益は

一貫して数十億円の赤字となっています。

○ 路線別の収支は、全路線のおよそ３分の２が赤字ですが、採算性が低く民営事業者で

は運行が難しい路線であっても、公営として地域に必要な路線を維持しています。

○ 公営としての役割を果たしていくために、平成１５年度からバス営業所の管理の委託

を実施するなど、人件費を中心としたコスト削減を進めています。

○ しかし、今後も乗客数の減少が続くと、さらに経営状態は厳しくなることが見込まれ

ます。

都営バスの一日あたり乗客数の推移
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《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● ハード・ソフト両面で安全対策を着実に実施し、お客様に安心してご利用いただける

よう事故防止に努めます 。

● お客様ニーズに応じた路線の設定により、魅力あるバス事業を展開します。

● 運行の定時性の確保と、的確な運行情報の提供により、公共交通機関としての信頼性

を向上させます。

● 乗り降りが容易で気軽に利用できる高齢者等の身近な足として、便利で快適な、質の

高いサービスを提供します。

● 都内最大のバス事業者として、また公営企業として、環境負荷低減に先導的な役割を

担っていきます。

● 引き続き、経営の効率化や徹底したコスト削減等に取り組んでいきます。

● 今後とも、安定的に経常黒字を確保できるよう、健全な経営を行い、公営交通の使命

と役割を果たしていきます。

《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● ハード・ソフト両面で安全対策を着実に実施し、お客様に安心してご利用いただける

よう事故防止に努めます 。

● お客様ニーズに応じた路線の設定により、魅力あるバス事業を展開します。

● 運行の定時性の確保と、的確な運行情報の提供により、公共交通機関としての信頼性

を向上させます。

● 乗り降りが容易で気軽に利用できる高齢者等の身近な足として、便利で快適な、質の

高いサービスを提供します。

● 都内最大のバス事業者として、また公営企業として、環境負荷低減に先導的な役割を

担っていきます。

● 引き続き、経営の効率化や徹底したコスト削減等に取り組んでいきます。

● 今後とも、安定的に経常黒字を確保できるよう、健全な経営を行い、公営交通の使命

と役割を果たしていきます。

都営バスマスコット

観光路線バス「東京駅丸の内北口～両国駅前」都営観光バス
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■軌道事業（都電荒川線）

《現状と課題》

【減少傾向にある乗客数】

○ 都電荒川線の一日平均の乗客数は、平成９年度までは６万人台を維持していましたが、

沿線地域では、大学や企業等の移転などもあり、平成２０年度には５万２千人まで減少

してきています。

○ さらに、大規模な再開発等も少なく、学生や生産年齢人口が減少していることから、

今後の乗客数の伸びは期待できません。

○ 一方で、都電の中で唯一残った荒川線

は、単に移動のための交通機関というだ

けでなく、沿線地域のシンボルとして地

元には根強い愛着もあり、貴重な観光資

源としても期待されています。

【厳しさが増す経営状況】

○ 経常損益は、平成１１年度以降、黒字を確保していましたが、近年では乗客数の減少

によって悪化しています。

○ 老朽化が進む車両や設備の更新が必要なことから、経営状況はさらに厳しくなること

が見込まれます。

都電荒川線の年間乗車料収入及び一日あたり乗客数の推移
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《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● 新型車両の導入や運行情報サービスの改善など、沿線地域の足として、輸送サービス

の向上に努めます。

● 地元自治体等とも連携し、観光ＰＲの強化による新規利用者の開拓、利便性の向上、

定時性・速達性の確保など、増客対策と地域の活性化に取り組んでいきます。

● 一層の増収対策に取り組むととともに、コスト削減等による効率化に努めることで、

財政基盤の安定化を図ります。

《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● 新型車両の導入や運行情報サービスの改善など、沿線地域の足として、輸送サービス

の向上に努めます。

● 地元自治体等とも連携し、観光ＰＲの強化による新規利用者の開拓、利便性の向上、

定時性・速達性の確保など、増客対策と地域の活性化に取り組んでいきます。

● 一層の増収対策に取り組むととともに、コスト削減等による効率化に努めることで、

財政基盤の安定化を図ります。

荒川電車営業所内撮影会都電おもいで広場
（都電荒川線「荒川車庫前」下車すぐ）
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■新交通事業（日暮里・舎人ライナー）

《現状と課題》

【順調な乗客数の伸び】

○ 平成１９年度末の開業以来、乗客数は概ね順調な伸びを示しています。

○ しかし、平日朝の上り方面と夕方の下

り方面に混雑が集中しており、日中や休

日など、閑散時間帯の乗客数を増やして

いく対策が必要となっています。

【当面続く経常赤字】

○ 開業からまだ間もなく、資本費負担が

大きいため、当分の間は赤字基調が続き

ます。

《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● お客様の流動やラッシュ時の混雑状況などに応じて、適切な輸送力の確保を図ります。

● 今後とも継続して認知度の向上と地域の活性化を図るため、沿線自治体や施設と協力

した街のにぎわいづくりやイベントを実施していきます。

● 通勤・通学客の確保や沿線ＰＲによる増客に努めるとともに、コスト削減等の効率化

に取り組むことで、財務体質の改善を図り、早期の経営安定化を目指します。

日暮里・舎人ライナー

日暮里・舎人ライナーの一日あたり乗客数の推移

29.2
34.6

19.7

20.0

0
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20
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40
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60

20 21（上期） 年度

千人 定期 定期外

48.9

54.7
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■電気事業（発電）

《現状と課題》

【電気事業の状況】

○ 交通局は、昭和３２年以降、多摩川の流水を活用した水力発電による電気事業を経営

しています。発電した電気は、全量を東京電力㈱に売却しており、奥多摩地域の安定的

な電力供給に貢献しています。

○ 現状では、施設状態は良好で経常損益も黒字を計上するなど、安定した経営状況です。

しかし、平成７年に電気事業法が改正され、卸電気事業への参入許可が原則撤廃されて

以来、電気の売却料金は低下しています。

東京電力㈱との受給契約において、総括原価主義注５に基づく電力料金算定の保証が得

られない場合は、将来的に電気事業の経営は厳しくなることが予想されます。

○ 当面は、東京電力㈱との間で、平成２１年から１０年間の電力受給に関する基本契約

を締結し、引き続き、総括原価主義に基づく電気の売却料金の算定を維持することとし

たため、安定的に電気事業を経営できる見通しとなりました。

また、これまでに民間企業への業務委託を最大限に拡大するなど、徹底した効率化を

進めてきました。

《今後の経営の方向》

● 奥多摩地域への安定的な電力供給という重要な役割と環境にやさしいクリーンエネル

ギーであることの意義を考慮し、引き続き、簡素で効率的な運営体制のもとでの事業運

営を図ります。

● 一方で、電気事業は民間企業が主体となって経営している分野であることから、今後、

経営環境の変化を的確に把握しながら、民間企業に譲渡することも含め、事業の方向性

について検討を進めていきます。

多摩川第一発電所

注５注５総括原価主義総括原価主義

サービスの継続的な提供に必要な原価を賄うだけの収入が得られるように料金を定める方式。総括原価とは、効率的

な経営の下における適正な原価と適正利潤を含んだもの。
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■懸垂電車事業（モノレール）

《現状と課題》

【日本で初めて開業した未来への実験線】

○ 上野動物園内のモノレールは、将来の都市交通機関の開発のため上野動物園内に実験

線として建設された、わが国初のモノレールです。

○ 営業キロは０．３ｋｍで、昭和３２年から営業を開始しましたが、平成１１年度には

上野動物園を所管する建設局に無償で施設を譲渡しました。交通局はその施設を借り受

けて、モノレールの運行と線路・車両等の維持管理を行っています。

《今後の経営の方向》

● 公共交通機関として、安全マネジメント態勢を一層強化し、安全意識の高揚を図り、

安全の確保を最優先に、事業運営に取り組みます。

● 事業運営にあたっては、お客様に親しまれ、子供たちに夢を与えられるよう、努めて

いきます。

モノレール車両 案内図

一日あたりのモノレール乗客数及び動物園入園者数の推移
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1818



■関連事業（資産活用・構内営業・広告など）

《現状と課題》

【交通事業の経営基盤強化に寄与】

○ 関連事業総収入は、平成２０年度で約

１１９億円（税込。特別利益を除く。）

となり、地下鉄、バスなど交通局本来事

業の経営基盤の強化に寄与しています。

○ 関連事業の主な事項別の収入では、資

産活用５５億円、広告４５億円、駅構内

営業７億円となっています。

【景気動向の影響等による厳しい事業環境】

○ 軽飲食、コンビニ等の専門店舗は、新規に出店できる可能性のある場所が限られてき

ており、店舗の大幅な増設は困難な状況です。

○ 広告事業は、景気後退による影響で、

車内広告を中心に出稿が大幅に減少して

おり、局の事業体制の改善など、対応が

必要となっています。

《今後の経営の方向》

● 事業用不動産や未利用地等を積極的に有効活用し、長期安定収入の確保に努めます。

● 構内営業については、お客様の利便性の向上に

努めるとともに、収益の拡大を図るため、時代の

変化に的確に対応した新たな事業展開に取り組み

ます。

● 広告媒体の開発や改良に取り組み、広告料収入

の回復に努めていくとともに、より効率的な事業

執行体制について検討していきます。

事業用不動産の例（有楽町イトシア）

関連事業年間収入の推移
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２０１１年、おかげさまで都民の足１００周年

都営交通の歴史は、明治44年（1911年）8月1日、東京市が東京市電気局を開局し、

路面電車事業と電気供給事業を開始したときに遡ります。

都営交通（東京都交通局）は、それから様々な時代を経て、本計画期間中の平成23年

（2011年）に、創業100周年を迎えます。

東京都交通局は、これからも公営交通事業者としての使命を果たし、これまで以上に

お客様の便利な足として、お客様から信頼され、支持される都営交通を目指していきま

す。

路 面 電 車（都電）

電気（電気供給）

貸 切 自 動 車

特定自動車

懸垂電車（モノレール）

電気（発電）

高速電車（都営地下鉄）

乗 合 自 動 車（都営バス）

新交通
（日暮里・舎人ライナー）

明治44 昭和17

大正13

昭和29

昭和48

昭和32

平成20

平成23

無軌条電車(ﾄﾛﾘｰﾊﾞｽ)
昭和27 昭和43

1911 2011

平成19

昭和32

昭和35

（1924）

明治44

（1952）

（1954）

（1974）

（1957）

（1957）

（1960）

（2008）

（1911） （1942）

（1968）

（2007）

都電荒川線レトロ車両（平成19年5月～）

渋谷駅前の都電と都営バス（昭和42年ごろ）

（休止中）

2020



Ⅱ 計画期間における具体的な取組計画期間における具体的な取組

各計画各計画事業事業の平成２１年度末実績については、一部、見込みの数量を記載の平成２１年度末実績については、一部、見込みの数量を記載
していますしています。。
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「経営方針」で示した“お客様への４つの約束”を踏まえ、「経営方針」で示した“お客様への４つの約束”を踏まえ、「安全・安心の確保」「質「安全・安心の確保」「質

の高いサービスの提供」「社会的要請への対応」「経営力の強化」のテーマの下で、各計の高いサービスの提供」「社会的要請への対応」「経営力の強化」のテーマの下で、各計

画事業に重点的に取り組んでいきます。画事業に重点的に取り組んでいきます。

＜計画事業数＞＜計画事業数＞

■３か年に取り組む計画事業として、２５の新規事業を含め、９１事業を選定しました。

（テーマ別の計画事業数は、再掲を含みます。）

効率化の推進と組織の見直し

関 連 団 体 の 活 用

人 材 育 成 と 職 場 の 活 性 化

関 連 事 業 の 推 進

業務の見直し、組織体制の見直し、職員定数の削減

目黒駅前地区再開発への参画、駅空間の活用

交通局グループとしての事業運営

技術力の維持と向上、プロフェッショナル職員の育成

■全２０事業
経営力の強化44

福 祉 施 策 な ど の 推 進

環 境 対 策 の 推 進

沿 線 地 域 の 活 性 化

行 政 施 策 と の 連 携 強 化

環境ＰＲによる利用促進、低公害車両の積極的導入

都電荒川線、日暮里・舎人ライナーの魅力向上と沿線地域の
活性化
「サービス介助士」の資格取得の拡大、車いすの固定方法の
改善

マタニティマークの普及への協力、駅へのＡＥＤの増設

■全２３事業
社会的要請への対応33

輸送力の増強・ダイヤの見直し

駅 ・ 停 留 所 の 快 適 性 の 向 上

車 両 の 快 適 性 の 向 上

魅 力 あ る サ ー ビ ス の 開 発

大江戸線勝どき駅の大規模改良、トイレのグレードアップ

全車両ノンステップバス化、都電荒川線車両の更新

PASMOを活用したポイントサービスの導入、新たな情報提供
サービスの導入

■全３５事業

地下鉄等のダイヤの見直し、大江戸線への新造車両導入

質の高いサービスの提供２２

≪主要な計画事業≫≪主要な計画事業≫

安全マネジメント態勢の強化、ドライブレコーダーの全車導入安 全 管 理 体 制 の 強 化

安 全 輸 送 基 盤 の 整 備

運 行 管 理 機 能 の 強 化

駅施設・車両の安全性の強化

総合指令の構築、都電荒川線運行管理装置の更新

大江戸線への可動式ホーム柵の整備、駅構内監視カメラの機
能強化

地下鉄構造物の長寿命化、施設・車両の適切な維持・管理

■全２１事業
安全・安心の確保１１

４つの柱 – 取組方針 –
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お客様に安心して都営交通をご利用いただくため、
安全確保に係るＰＤＣＡサイクルを適切に機能させ、
安全マネジメント態勢を強化していきます。

■安全マネジメント態勢の強化

■ドライブレコーダーの全車導入

事故やヒヤリハット情報の記録を事故分析や乗務員
教育・訓練に活用し、事故防止を図るため、全ての路
線バス車両にドライブレコーダーを導入します。

ドライブレコーダー画像

地下鉄構造物の長寿命化等を図るため、長期的視点
に立って、将来の劣化を予測し、計画的な補修を行っ
ていく予防保全型の管理手法を導入します。

■地下鉄構造物の長寿命化【新規】

地下鉄等の安全・安定輸送を確保するため、線路・
信号通信などの施設や車両が、常に良好な状態にある
よう計画的に維持・管理していきます。

■施設・車両の適切な維持・管理

○○ 局の「安全方針」に基づき、毎年度策定する安全重点施策を着実に実施します。局の「安全方針」に基づき、毎年度策定する安全重点施策を着実に実施します。

○○ 安全安全マネジメントマネジメント態勢態勢を強化し、安全意識の浸透、安全風土の醸成を図り、ヒューマンエラー等を強化し、安全意識の浸透、安全風土の醸成を図り、ヒューマンエラー等

に起因する事故やトラブルの防止を徹底します。に起因する事故やトラブルの防止を徹底します。

○○ 関係機関と連携を図りながら各種訓練を充実させ、事故等の異常時における迅速な対応や早期復関係機関と連携を図りながら各種訓練を充実させ、事故等の異常時における迅速な対応や早期復

旧体制を強化します。旧体制を強化します。

○○ 安全性向上のために積極的な投資を行うとともに、施設・設備・車両等の適切な維持管理に努め、安全性向上のために積極的な投資を行うとともに、施設・設備・車両等の適切な維持管理に努め、

安全輸送を支える基盤の整備に万全を期していきます。安全輸送を支える基盤の整備に万全を期していきます。

予防保全型の管理手法のイメージ

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

バス

地下鉄

路面電車

新交通

地下鉄

ﾓﾉﾚｰﾙ

健
全
度

使用限界

補
修
費

構造物の健全度の推移

補修費の推移

時間

予防保全型

従来の手法

凡　例

時間

取組方針 ｰ その１ｰ ＜安全・安心の確保＞

安全管理体制の強化11

安全輸送基盤の整備22

事業の方向性・目標事業の方向性・目標

■■ 主要な計画事業主要な計画事業 ■■
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地下鉄駅構内の防犯機能を高めるため、既設の監視
カメラに録画機能を拡充します。また、改札窓口にも
カメラを新たに設置します。

■駅構内監視カメラの機能強化【新規】

■総合指令の構築

都営地下鉄の安全かつ正確な運行を確保するととも
に、事故等への迅速な対応や早期復旧体制を強化する
ため、総合的かつ効率的な運行管理業務を行う総合指
令を構築します。

■都電荒川線運行管理装置の更新【新規】

都電荒川線の安全・安定輸送を強化するため、運行
管理装置を更新します。あわせて、運行情報の提供を
充実させ、さらに利用しやすい都電荒川線を目指しま
す。

総合指令のイメージ

ホーム上の安全対策を強化するため、大江戸線全駅
に可動式ホーム柵を設置します。また、他の路線につ
いても、引き続き、整備に向けた検討を進めます。

■大江戸線への可動式ホーム柵の整備

大江戸線可動式ホーム柵のイメージ

地下鉄

路面電車

地下鉄

地下鉄

車両指令 電力指令信号通信指令

・電力設備、電路設備等
の監視・制御

・故障発生時の指示

運輸指令

・信号通信・防災設備
の監視

・故障発生時の指示

・本線における車両管理
・故障発生時の運輸指令

との連携対応

・列車の運行管理
・事故発生時の指示・命令

お 客 様

車両

旅客指令

・お客様等への情報提供
・振替輸送等の他社線と

の連絡

駅 設備

総総 合合 指指 令令

安全・正確な運行の確保、異常時の迅速な対応・早期復旧体制の強化

正確で迅速な情報提供

リアルタイムの状況把握・的確な指示

車両指令 電力指令信号通信指令

・電力設備、電路設備等
の監視・制御

・故障発生時の指示

運輸指令

・信号通信・防災設備
の監視

・故障発生時の指示

・本線における車両管理
・故障発生時の運輸指令

との連携対応

・列車の運行管理
・事故発生時の指示・命令

お 客 様

車両

旅客指令

・お客様等への情報提供
・振替輸送等の他社線と

の連絡

駅 設備

総総 合合 指指 令令

安全・正確な運行の確保、異常時の迅速な対応・早期復旧体制の強化

正確で迅速な情報提供

リアルタイムの状況把握・的確な指示

これまでの主な取組

・「安全方針」の策定、安全統括管理者の設置、内部監査の実施など安全マネジメント態勢の構築

・安全対策研修の充実による安全意識の向上

「都営交通安全の日」創設（平成19年度）、事故から学ぶ展示室設置（平成19年度）

・運転士異常時列車停止装置（平成21年度までに地下鉄全車導入済）など乗務員補助設備の充実

・新たな火災対策基準に基づく、地下駅の排煙設備と二方向避難路の整備など火災対策の強化

運行管理機能の強化33

駅施設・車両の安全性の強化44
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混雑緩和や利便性向上を図るため、都営地下鉄及び
日暮里・舎人ライナーのダイヤを見直します。

一層便利で魅力ある都営バスを目指すため、地域特
性やお客様ニーズに合わせ、運行ルートやダイヤを見
直します。 通勤時間帯の混雑の様子

■地下鉄、日暮里・舎人ライナーのダイヤの見直し

■バス路線・ダイヤの見直し

勝どき駅の混雑対策として、ホームの増設やコン
コースの拡張を含めた駅の大規模改良を進めます。

清潔感と機能性を備えたトイレへの改良を計画的に
進めます。

停留所におけるバス接近表示装置（簡易型）の増設
や更新を進めるとともに、新型の情報表示装置の試験
的導入を行います。

■大江戸線勝どき駅の大規模改良【新規】

■トイレのグレードアップ【新規】

■停留所における運行情報サービスの改善【新規】

バス接近表示装置（簡易型）

大江戸線の混雑緩和を図るため、平成２３年度に新
造車両２編成１６両を増備します。

■大江戸線への新造車両導入

○○ ダイヤの見直しダイヤの見直し、混雑緩和など輸送サービス、混雑緩和など輸送サービスの向上に努めるとともに、情報提供・案内サービスの向上に努めるとともに、情報提供・案内サービス

の拡充に積極的に取り組んでいきます。の拡充に積極的に取り組んでいきます。

○○ お客様満足の向上を目指し、施設・車両のバリアフリー化など、お客様満足の向上を目指し、施設・車両のバリアフリー化など、快適快適で質の高いサービで質の高いサービスを提供スを提供

していきます。していきます。

○○ 地下鉄、バス、軌道、新交通を併せもつ強み地下鉄、バス、軌道、新交通を併せもつ強みを活かすとともにを活かすとともに、東京メトロや、東京メトロや相互直通運転相互直通運転各社各社

との連との連携携をを強化強化しし、交通ネットワーク機能を発揮、交通ネットワーク機能を発揮したサービスを推進していきます。したサービスを推進していきます。

○○ サービスマインドの向上や、お客様の声を活かしたサービス改善を図るなど、お客様本位のサーサービスマインドの向上や、お客様の声を活かしたサービス改善を図るなど、お客様本位のサー

ビスを推進していきます。ビスを推進していきます。

新交通地下鉄

地下鉄

バス

地下鉄

地下鉄

バス

防菌・消臭仕様の床材 防汚仕様の壁材

バリアフリーの
アプローチ

隔壁付カウンター
（パウダーコーナー）

プラスαの機能を持ったブース
（オストメイト対応、

着替用フィッティングボード付き）

個室性の高い
パーティション
（防汚仕様）

広いスペースの
だれでもトイレ
（多機能トイレ）

女子トイレ

男子トイレ

ベビーチェア付
一般ブース

グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞

防菌・消臭仕様の床材 防汚仕様の壁材

バリアフリーの
アプローチ

隔壁付カウンター
（パウダーコーナー）

プラスαの機能を持ったブース
（オストメイト対応、

着替用フィッティングボード付き）

個室性の高い
パーティション
（防汚仕様）

広いスペースの
だれでもトイレ
（多機能トイレ）

女子トイレ

男子トイレ

ベビーチェア付
一般ブース

グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞

取組方針 ｰ その２ ｰ ＜質の高いサービスの提供＞

輸送力の増強・ダイヤの見直し11

駅・停留所の快適性の向上22

■■ 主要な計画事業主要な計画事業 ■■

事業の方向性・目標事業の方向性・目標
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ＰＡＳＭＯを活用し、都営交通のご利用に応じて貯
まったポイントを、ＰＡＳＭＯにチャージできるサー
ビスを開始します。

新たな情報提供サービスのイメージ

■PASMOを活用したポイントサービスの導入
【新規】

■新たな情報提供サービスの導入【新規】

都営バスの運行情報サービスで、情報通信技術を用
いた新たな情報提供サービスを開始します。

平成２４年度までに、全ての路線バス車両を誰もが
乗り降りしやすいノンステップバスにします。

老朽化した７０００形車両１両を新型車両に更新し
ます。更新車両は、ユニバーサルデザインに配慮し、
誰もが利用しやすい車両とします。

都電荒川線の車内（８８００形の例）

■全車両のノンステップバス化

■都電荒川線新型車両の導入【新規】

バス

路面電車

バス

路面電車

バス

新交通

地下鉄

①近隣停留所案内

②停留所検索

③都営交通乗換経路検索

これまでの主な取組

・大江戸線の早朝深夜の増発や地域の再開発にあわせたバス路線の設定など 、旅客需要に応じた路線

・ダイヤの見直し

・東京メトロと統一したホーム案内板（平成21年度末までに99駅設置）やバスの簡易型接近表示装置

（平成15年度から21年度末までに500基以上設置）など、案内設備の充実

・地下鉄駅のリニューアルや雨に濡れない都電停留場への改良など、施設の快適性向上

・地下鉄駅のエレベーターの設置（平成21年度末までに94駅設置）やＩＣカード乗車券ＰＡＳＭＯの

導入（平成18年度）など、移動のシームレス化の推進

車両の快適性の向上33

魅力あるサービスの開発44
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公共交通の環境優位性などをＰＲし、自家用車から
都営交通への転換を促進することにより、ＣＯ２削減
に寄与します。

■環境ＰＲによる利用促進【新規】

■低公害車両の積極的導入

更新するバス車両の全てを低公害ノンステップバス
にします。また、環境にやさしいハイブリッドバスを
引き続き導入します。

ハイブリッドバス

■都電荒川線、日暮里・舎人ライナーの魅力向上と
沿線地域の活性化【新規】

都電荒川線及び日暮里・舎人ライナーの魅力の向上
と沿線地域の活性化に寄与するため、地元自治体など
と連携し、地域に密着したイベントなどを積極的に展
開します。

都電荒川線、日暮里・舎人ライナー
沿線イベントの例

○○ COCO₂₂削減など地球温暖化の防止に貢献し、他の公共交通事業者をリードする役割を果たしながら、削減など地球温暖化の防止に貢献し、他の公共交通事業者をリードする役割を果たしながら、

環境にやさしい都営交通の確立を目指します。環境にやさしい都営交通の確立を目指します。

○○ 地域に密着した交通機関として、沿線の利便性を高めつつ、自治体や商店街などと協働して地域地域に密着した交通機関として、沿線の利便性を高めつつ、自治体や商店街などと協働して地域

の活性化に寄与します。の活性化に寄与します。

○○ 様々な分野の行政施策と連携し、公営交通事業者としての役割を果たします。様々な分野の行政施策と連携し、公営交通事業者としての役割を果たします。

バス 新交通地下鉄 路面電車

バス

新交通路面電車

都電荒川線と沿線のバラ

取組方針 ｰ その３ ｰ ＜社会的要請への対応＞

環境対策の推進11

沿線地域の活性化22

■■ 主要な計画事業主要な計画事業 ■■

事業の方向性・目標事業の方向性・目標
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■「サービス介助士」の資格取得の拡大

高齢者や障害を持つお客様などが、快適に安心して
地下鉄をご利用いただけるよう、駅員の資格取得を拡
大します。

■車いすの固定方法の改善

車いすを利用するお客様の安全性向上などを図るた
め、車いすの固定方法を改善します。

■マタニティマークの普及への協力

出産や子育て支援のため、お客様へのマークの無償
配布や普及促進のＰＲを継続して実施します。

マタニティマーク

■中学生の職場体験への協力

次世代を担う青少年の育成に寄与するため、引き続
き「中学生の職場体験」に協力します。

■駅へのＡＥＤの増設

都営地下鉄各駅に１台設置しているＡＥＤ（自動体
外式除細動器）を増設し、駅構内のすべての改札口に
設置します。

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）

サービス介助士の訓練風景

地下鉄

バス

バス 新交通地下鉄

地下鉄

バス地下鉄

路面電車

これまでの主な取組

・環境にやさしい駅づくり（新宿線東大島駅での「駅エコ・プロジェクト」の実施）、ハイブリッド

バスの導入やグリーン経営認証の取得（平成21年度までに全てのバス営業所等）による環境対策の

推進

・景観にマッチした停留場の整備（ 平成19年度に三ノ輪橋 、20年度に庚申塚 ）や都電おもいで広場

（平成19年度に整備）を活用したイベント開催等、地域の活性化に貢献

・障害者が働く駅構内店舗（平成19年度から21年度までに4店舗設置）など行政施策との連携強化

・違法駐車等を撮影するバスカメラを搭載（平成19年度に都01系統5両、20年度に都07系統5両）し 、

関係機関と連携した走行環境の改善への協力

福祉施策などの推進33

行政施策との連携強化44
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業務の見直しに合わせて、簡素で効率的な組織体制を構築していきます。

■組織体制の見直し

■広告事業の積極的展開

■駅空間の活用

■目黒駅前地区再開発への参画

地域の活性化に寄与するとともに、安定した収入を
確保するため、再開発計画に参画していきます。

安定的な収入を確保するため、専門店舗の出店や自
動販売機の設置などを推進していきます。

■業務の見直し

媒体価値の向上による増収対策に取り組むとともに、
広告事業展開の拡大を図るため、より効率的な事業執
行体制を検討していきます。

庶務や経理などの定型的な仕事を中心に業務分析を行い、ワークフローの見直しによる生産性の向上を
図ります。

○○ 安定的な事業運営を実現していくため、より効率的で弾力的・機動的な執行体制を構築します。安定的な事業運営を実現していくため、より効率的で弾力的・機動的な執行体制を構築します。

また、コスト管理を徹底し、財務体質の改善を進め、経営資源の最適配分に取り組んでいきます。また、コスト管理を徹底し、財務体質の改善を進め、経営資源の最適配分に取り組んでいきます。

○○ 関連事業を積極的に展開し、経営基盤を強化していきます。関連事業を積極的に展開し、経営基盤を強化していきます。

○○ 監理団体等と経営目標を共有し、交通局グループ総体としての事業運営体制を構築していきます。監理団体等と経営目標を共有し、交通局グループ総体としての事業運営体制を構築していきます。

○○ 職務に対する高い意欲を持つ優れた人材の育成と技術の継承を計画的に進めていくとともに、職職務に対する高い意欲を持つ優れた人材の育成と技術の継承を計画的に進めていくとともに、職

員がいきいきと能力を発揮できる職場環境を構築していきます。員がいきいきと能力を発揮できる職場環境を構築していきます。

広告付き停留所

駅構内店舗

■職員定数の削減

業務や組織の見直しなどの効率化を進めることにより、１４８人の定数削減を図ります。

取組方針 ｰ その４ｰ ＜経営力の強化＞

効率化の推進と組織の見直し11

関連事業の推進22

■■ 主要な計画事業主要な計画事業 ■■

事業の方向性・目標事業の方向性・目標
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公共交通機関としての責務を果たしていくため、関
連団体との連携を強化し、交通局グループとして一体
的な事業運営に努めます。

■交通局グループとしての事業運営

■東京交通サービス㈱の監理団体化【新規】

東京交通サービス㈱を、鉄軌道事業の保守部門にお
ける準コア業務の担い手として位置づけ、連携を強化
します。また、東京都監理団体として経営の透明性を
高めていきます。

都営交通事業の一体的運営体制のイメージ

事業運営の根幹に関わる

業務

交
通
局

民
間
企
業

関
連
団
体

安全管理、技術継承、営業

戦略上、局との一体的な執

行体制が必要な業務

定型作業や、安全管理

上、民間事業者に委ねて

も支障がない作業等

連携

連携

コア業務

準コア業務

定型業務

関連団体の活用33

■技術力の維持・向上

技術の継承のため、研修の充実・強化を図ります。
また、関連団体との人的交流を推進するなど、交通

局グループ一体となって、技術力の維持・向上に努め
ます。

■プロフェッショナル職員の育成

ＯＪＴを充実させるとともに、局事業に関わる様々
なテーマ別研修の充実を図ります。 バス車両の整備

人材育成と職場の活性化44

これまでの主な取組

・バス営業所の管理委託（平成15年度から順次実施し、21年度末までに5支所を委託）、地下鉄駅の業

務委託（平成15年度から順次実施し、21年度末までに44駅を委託）の拡大など効率化を推進

・有楽町イトシアの権利床の貸付け（平成19年度から）や駅構内店舗の増設（平成5年度から順次設置

し、21年度末までに60店舗以上に拡大）など資産を有効活用

・バス停留所の上屋を活用（平成19年度から）し、新たな広告事業を展開

・平成20年度に交通局人材育成方針、ＯＪＴ取組方針を策定

・経営アドバイザリー委員会（平成17年度から設置）の助言を踏まえ、客観的な経営評価･分析を行い、

平成20年度に「経営レポート」として公表
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おかげさまで都民の足１００周年（路面電車編）

○ 東京都交通局は、明治44年（1911年）8月、東京

鉄道株式会社から路面電車事業と電気供給事業を買

収して東京市電気局として創業しました。創業当時

は、一日51万人のお客様が路面電車（東京市電）を

利用していました。その後の東京の近代化や住民の

増加により、市電事業は次第に拡張していきました。

○ 昭和17年（1942年）には陸上交通事業調整法に基づき、王子電気軌道株式会社（通

称王電、現在の荒川線の前身）を含む路面交通事業者8会社10事業を統合し、旧市内路

面交通の公営一元化が図られました。翌18年（1943年）には41系統が都内を縦横に走

り、一日約193万人のお客様が利用する市電最盛期を迎えました。

○ また、前年度に電気供給事業を関東配電株式会社（現在の東京電力㈱）へ譲渡し、軌

道事業と乗合バス事業を営むこととなった東京市電気局は、昭和18年（1943年）の東

京都制の施行に併せて、東京都交通局と名称を改めました。

○ 都電は、昭和30年（1955年）に一日約175万人の利用を記録するなど、戦後しばらく

は、東京における代表的な公共交通機関として活躍していました。しかし、昭和30年代

に入ると自動車交通量が急速に増加し、次第に路面交通の輻輳を引き起こしていきます。

昭和34年（1959年）には自動車の軌道敷内乗り入れが解禁されたことで、交通渋滞に

路面電車が巻き込まれ、自動車との接触事故が多発するなど、その輸送機能が著しく低

下しました。結果として、軌道事業の経営状態が極度に悪化したため、昭和42年

（1967年）12月から同47年（1972年）11月までの間に、合計35系統の路線を撤去し

ました。

○ しかし、27系統（三ノ輪橋～赤羽間）及び32系統（荒川車庫前～早稲田間）につい

ては、路線の大部分が自動車交通の影響を受けない

専用の軌道であり、低公害な交通機関であること、

沿線住民をはじめ都民からの路線存続の強い要望が

あったことなどから、併用軌道部分である王子駅前

～赤羽間のみを昭和47年（1972年）11月に廃止し、

残りの区間を昭和49年（1974年）10月1日から1つ

の系統として荒川線（三ノ輪橋～早稲田）と改称し、

恒久存置することとしました。

○ 現在の営業キロは12.2㎞ですが、地域住民の日常生活に密着した生活路線として、ま

た、昭和の面影を残すレトロな観光路線として、多くのお客様に親しまれています。

路 面 電 車（都 電）

明治44 平成23

日本橋付近（関東大震災後）

王子駅前（昭和40年代）



１１ 安全安全・安心の確保・安心の確保

１ 安全マネジメント態勢の強化

２ 連絡通報システムの構築【新規】

３ 安全対策研修・各種訓練の充実

４ 地下鉄信号教習装置の更新【新規】

５ ドライブレコーダーの全車導入

６ 地下鉄構造物の長寿命化【新規】

７ 土木構造物の強化

８ 施設・車両の適切な維持・管理

９ 変電所設備の機能強化

１０ 総合指令の構築

１１ 運転指令電話装置の更新

１２ 都電荒川線運行管理装置の更新【新規】

１３ 大江戸線への可動式ホーム柵の整備

１４ 可動式ホーム柵の拡大の検討【新規】

１５ エスカレーターの改修・更新【新規】

１６ 駅構内監視カメラの機能強化【新規】

１７ 日暮里・舎人ライナーの監視カメラの機能強化【新規】

１８ 駅へのＡＥＤの増設

１９ 車両の火災対策の強化

２０ 浅草線ＡＴＳの改良

２１ 運転状況記録装置の設置

１　安全・安心の確保 ２　質の高いサービスの提供 ３　社会的要請への対応 ４　経営力の強化

安全管理体制の強化

安全輸送基盤の整備

運行管理機能の強化

駅施設・車両の安全性の強化
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お客様に安心して都営交通をご利用いただくため、安全管理規程注６に基づく明確な責任・

権限の下、輸送の安全確保に係るＰＤＣＡサイクル注７を適切に機能させ、経営のトップから

事業所まで一丸となった安全マネジメント態勢を強化していきます。

■安全管理体制の強化■安全管理体制の強化 <５事業>

安全安心安全安心

１ 安全マネジメント態勢の強化
路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

（平成18年12月策定）

私たちは、お客様の安全･安心を何よりも大切にし、災害に強く、事故のない都営交通をめざします。

このため

安 全 方 針

○決められたルールを確実に守ります。
○日頃から情報を共有し、事故の“芽”を摘むことに努めます。
○安全・安心な車両、設備などの提供に努めます。
○安全を守るための取組を絶えず見直し、改善に努めます。

○決められたルールを確実に守ります。
○日頃から情報を共有し、事故の“芽”を摘むことに努めます。
○安全・安心な車両、設備などの提供に努めます。
○安全を守るための取組を絶えず見直し、改善に努めます。

東京都交通局安全管理体制東京都交通局安全管理体制

内内

部部

監監

査査

安安

全全

方方

針針

鉄 軌 道 事 業 者

施設管理者 運転管理者 車両管理者

乗務員指導管理者

安全統括管理者

経営トップ

事業実施部門事業実施部門

安全対策推進委員会

経営管理部門経営管理部門

Ｃheck

Ａction

Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

統括運行管理者 整備管理者

安全統括管理者

安全統括管理者補助者

運行管理者

自 動 車 事 業 者

鉄道事業法鉄道事業法
軌道法軌道法

道路運送法道路運送法

（変更命令）
○安全管理規程
（解任命令）
○安全統括管理者
○統括運行管理者
○運行管理者

（変更命令）
○安全管理規程
（解任命令）
○安全統括管理者
○運転管理者

（届出）
○安全管理規程
○安全統括管理者
○運転管理者

（届出）
○安全管理規程
○安全統括管理者
○統括運行管理者
○運行管理者

国国

Ａction

Ａction

東京都交通局安全管理体制東京都交通局安全管理体制

内内

部部

監監

査査

安安

全全

方方

針針

鉄 軌 道 事 業 者

施設管理者 運転管理者 車両管理者

乗務員指導管理者

安全統括管理者

鉄 軌 道 事 業 者

施設管理者 運転管理者 車両管理者

乗務員指導管理者

安全統括管理者

経営トップ

事業実施部門事業実施部門

安全対策推進委員会

経営管理部門経営管理部門

Ｃheck

Ａction

Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

Ｃheck

Ａction

Ｄo

Ｐlan

Ｃheck

Ａction

Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

Ｃheck Ｄo

Ｐlan

統括運行管理者 整備管理者

安全統括管理者

安全統括管理者補助者

運行管理者

自 動 車 事 業 者

統括運行管理者 整備管理者

安全統括管理者

安全統括管理者補助者

運行管理者

自 動 車 事 業 者

鉄道事業法鉄道事業法
軌道法軌道法

道路運送法道路運送法

（変更命令）
○安全管理規程
（解任命令）
○安全統括管理者
○統括運行管理者
○運行管理者

（変更命令）
○安全管理規程
（解任命令）
○安全統括管理者
○運転管理者

（届出）
○安全管理規程
○安全統括管理者
○運転管理者

（届出）
○安全管理規程
○安全統括管理者
○統括運行管理者
○運行管理者

国国 国国

Ａction

Ａction
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安全安心安全安心

災害等の異常事態に対する即応力の維持・向上のため、安全に関する研修の見直しを図り、

職員の経験等に応じた効果的なカリキュラムを実施するなど安全対策研修を充実します。

また、テロ対策、自然災害対策訓練等の内容のレベルアップを図ります。

３ 安全対策研修・各種訓練の充実

異常時総合訓練

２ 連絡通報システムの構築【新規】

携帯電話を利用して職員の参集の指示や安否確認を迅速に行い、事故、自然災害などの異

常時や事業継続計画（ＢＣＰ注８）の実施時に的確に対応するため、全職員を対象とした連絡

通報システムを構築します。

注８注８ＢＣＰＢＣＰ
Business Continuity Planの略。災害発生時に優先的に取り組むべき重要な業務を継続し、最短で事業の復旧を図るため

に、事前に必要な資源の準備や対応方針・手段を定める計画

注６注６安全管理規程安全管理規程
輸送の安全を確保するための事業運営方針、事業の実施及び管理体制、方法を規定したもので、平成18年10月1日施行の改

正「鉄道事業法」等において作成、届出が義務づけられた。
注７注７ＰＤＣＡＰＤＣＡサイクルサイクル

計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のプロセスを順に実施し、改善を次の計画に結びつけ、

質の向上や継続的な業務改善活動などを推進する手法

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄
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安全安心安全安心

事故やヒヤリハット情報などの記録を事故分析や教育・訓練に活用し、安全意識や技術の

向上による事故防止を図るため、全ての路線バス車両に、ドライブレコーダー注９を導入しま

す。

５ ドライブレコーダーの全車導入

20年度までに138台導入
済

1,318台

568台

1,456
/1,456

550台

888
/1,456

200台

338
/1,456

備 考３か年計24年度23年度22年度

注９注９ドライブレコーダードライブレコーダー
走行中の事故やニアミスなどにより、急ブレーキ等の衝撃を受けると、その前後の映像とともに、加速度、ブレーキ、ウ

インカー等の走行データをメモリーカード等に記録する装置の総称

（下段：累計）

バス

安全研修（ドライブレコーダーで
記録した画像を資料として活用）

信号教習の充実を図るため、都営地下鉄の信号機及び転てつ機の制御を教習する装置を更

新します。

４ 地下鉄信号教習装置の更新【新規】

25年度教習開始予定－導入制作調査準備

備 考３か年計24年度23年度22年度

地下鉄

バス平面図

右後方

④

③
左後方

①前面
車内

②

都営バスのドライブレコーダー
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安全安心安全安心

６ 地下鉄構造物の長寿命化【新規】

地下鉄構造物に対しては、これまで日常点検や定期点検に基づき、必要な補修を行ってき

ましたが、長寿命化及び補修費用の平準化を図るため、長期的な視点に立って、将来の劣化

を予測し、計画的な補修を行っていく予防保全型の管理手法を導入します。

■■安全輸送基盤の整備安全輸送基盤の整備 <４事業>

地下鉄

25年度以降、新宿線・
大江戸線に順次適用

－

試験施工の
調査・確認

三田線
補修計画の
策定

試験施工の
実施

浅草線
補修計画の
策定

備 考３か年計24年度23年度22年度

予防保全型の管理手法のイメージ

トンネルの現状調査

健
全
度

使用限界

補
修
費

構造物の健全度の推移

補修費の推移

時間

予防保全型

従来の手法

凡　例

時間

3737



経年や塩害注１０による土木構造物の劣化に対して機能回復を図るため、地下鉄のトンネル、
高架区間、駅部について健全性を調査の上、はく落・塩害対策を計画的に進め、安全レベル
を維持していきます。
また、耐震性の向上を図るため、必要な補修を行います。

安全安心安全安心

７ 土木構造物の強化

－

→

→

→

→

はく落対策

塩害対策

耐震補強

備 考３か年計24年度23年度22年度

（打音・点検調査、補強工事）

（※1 補強工事(補修)、※2 強化工事）
○トンネル

注１０注１０塩害塩害
コンクリート中に塩分を含んだ水が浸透し、鋼材が腐食・膨張して、コンクリートにひび割れ・はく離・はく落などの損

傷を生じさせる現象

※1損傷部分の応急的な補修 ※2 低下した耐力を回復させる工事

○高架駅柱

（補強工事）

塩害を受けた日本橋川河底部構築の補強工事

地下鉄

○トンネル、高架区間、駅部

シールドトンネルのはく落対策工事
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安全安心安全安心

都営地下鉄、都電荒川線、日暮里・舎人ライナー及びモノレールを安全かつ安定的に運行

するため、線路・電路・信号・通信などの施設や車両を、常に良好な状態に保つよう、計画

的に維持・管理していきます。

８ 施設・車両の適切な維持・管理

ポイント交換工事

列車の安定輸送を確保するため、変電所の設備を機能強化した最新の機器に更新します。

変電所設備の全部を一括更
新

1基

4変電所2変電所1変電所

(新宿線) 1基

1変電所

2基2基－(三田線) －

変電所設備の一部を更新

1基－－(浅草線) 1基

備 考３か年計24年度23年度22年度

９ 変電所設備の機能強化
地下鉄

列車検査架線摩耗検査

路面電車 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

注１１注１１併用軌道併用軌道

道路上及びその他公衆の通行する場所に敷設する軌道のこと。軌道内を自動車等が通行するため、レール面までアスファ

ルト等で舗装して、車両の通行に支障のない構造としている。なお、軌道のために専用の場所に敷設されたものは新設軌道

という。

○ レール、分岐器、砕石、リアクションプレート等の更新
○ レール延命化・騒音対策としての定期的なレール削正
○ 電車線や変電所等の電力設備の検査
○ 自動列車制御装置（ＡＴＣ装置）、転てつ装置など、信号保安設備の維持管理
○ 列車無線、指令電話など、保安通信設備の維持管理
○ 車両の車体と台車を分離して行う検査（全般、重要部検査）
○ 併用軌道部注１１におけるアスファルト舗装のコンクリート版への改良（道路管理者との
協議・調整による。）
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■■運行管理機能運行管理機能の強化の強化 <３事業>

安全で正確な運行を確保するとともに、事故等の異常時における迅速な対応や早期復旧の

体制を強化するため、総合的かつ効率的に運行管理業務を行う総合指令を構築します。

安全安心安全安心

１０ 総合指令の構築
地下鉄

総合指令のイメージ

24年度運用開始予定－
→

運用開始

設備工事設備設計

備 考３か年計24年度23年度22年度

車両指令 電力指令信号通信指令

・電力設備、電路設備等
の監視・制御

・故障発生時の指示

運輸指令

・信号通信・防災設備
の監視

・故障発生時の指示

・本線における車両管理
・故障発生時の運輸指令

との連携対応

・列車の運行管理
・事故発生時の指示・命令

お 客 様

車両

旅客指令

・お客様等への情報提供
・振替輸送等の他社線と

の連絡

駅 設備

総総 合合 指指 令令

安全・正確な運行の確保、異常時の迅速な対応・早期復旧体制の強化

正確で迅速な情報提供

リアルタイムの状況把握・的確な指示

車両指令 電力指令信号通信指令

・電力設備、電路設備等
の監視・制御

・故障発生時の指示

運輸指令

・信号通信・防災設備
の監視

・故障発生時の指示

・本線における車両管理
・故障発生時の運輸指令

との連携対応

・列車の運行管理
・事故発生時の指示・命令

お 客 様

車両

旅客指令

・お客様等への情報提供
・振替輸送等の他社線と

の連絡

駅 設備

総総 合合 指指 令令

安全・正確な運行の確保、異常時の迅速な対応・早期復旧体制の強化

正確で迅速な情報提供

リアルタイムの状況把握・的確な指示
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安全安心安全安心

総合指令と各駅、乗務区との間の迅速・的確な情報伝達により、列車の安全・安定輸送を

確保するため、総合指令の構築に併せて、運転指令電話装置を順次更新します。

１１ 運転指令電話装置の更新

浅草線は19年度に更新済－
新宿線・大
江戸線更新

三田線更新－

備 考３か年計24年度23年度22年度

都電荒川線の安全・安定輸送を強化するため、運行状況をより詳細に把握できる運行管理

装置に更新します。

－→運用開発

備 考３か年計24年度23年度22年度

１２ 都電荒川線運行管理装置の更新
【新規】

路面電車

地下鉄
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安全安心安全安心

１３ 大江戸線への可動式ホーム柵の整備

ホーム上の安全対策を強化するため、大江戸線

全３８駅に可動式ホーム柵を整備します。

25年度完了予定－

→

→

→

順次稼働
開 始

設置工事

備 考３か年計24年度23年度22年度

可動式ホーム柵を導入していない路線について、輸送面の影響、技術面の課題などへの対

応を含め、整備に向けた検討を進めます。

設置後３０年以上経過したエスカレーターの改修と更新を、順次実施していきます。

１５ エスカレーターの改修・更新【新規】

25年度以降も順次実施－
改修・更新

改修・更新

調査・設計

調査・設計

備 考３か年計24年度23年度22年度

１４ 可動式ホーム柵の拡大の検討【新規】

■■駅施設・車両の安全性の駅施設・車両の安全性の強化強化 <９事業>

大江戸線可動式ホーム柵のイメージ

地下鉄

地下鉄

地下鉄

4242



安全安心安全安心

地下鉄駅における防犯機能を高めるため、ホームに設置している運転用の監視カメラを活

用して、ホーム上の映像を記録します。

また、改札窓口にもカメラを新たに設置します。

１６ 駅構内監視カメラの機能強化【新規】

（下段：累計）

日暮里・舎人ライナーの駅構内に設置している監視カメラについて、画像からお客様の異

変などを瞬時に検知し、報知することができる画像解析機能の導入を検討していきます。

１７ 日暮里・舎人ライナーの監視カメラ
の機能強化【新規】

新交通

【新規事業】
15駅

47/101

16駅

32/101

（改札窓口）
16駅

16/101

【新チャレンジ2007継続事業】

都営管理駅101駅を対象
21年度までに54駅完了

47駅

15駅

101/101

16駅

86/101

（ホーム）
16駅

70/101

備 考３か年計24年度23年度22年度

地下鉄

運転用監視カメラ
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安全安心安全安心

都営管理駅101駅を対象
18年度までに各駅1台
設置済

72台－－72台

備 考３か年計24年度23年度22年度

１８ 駅へのＡＥＤの増設

都営地下鉄各駅に１台設置しているＡＥＤ（自動

体外式除細動器）注１２を増設し、駅構内のすべての

改札口に設置します。

注１２注１２ＡＥＤ（自動体外式除細動器）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）
Automated External Defibrillator の略。不整脈を起こした際に電気ショックを与え、心臓が本来持っているリズムに回

復させるための機器

１９ 車両の火災対策の強化

車両火災発生時の延焼等を防止するため、天井材の不燃化や前後の車両への煙の流入を防

ぐ扉の設置を進めます。

<天井材の不燃化>

29年度までに全編成完了
予定（扉は設置済）

７編成
６編成

18/53

１編成

12/53

(大江戸線)

－

<天井材の不燃化と扉の設置>

26年度までに全編成完了
予定

９編成
３編成

22/27

３編成

19/27

(浅草線)
３編成

16/27

備 考３か年計24年度23年度22年度

※三田線・新宿線は対応済 （下段：累計）

地下鉄

地下鉄

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）
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安全安心安全安心

安全性を高めるため、平成２２年度までに、浅草線のＡＴＳ注１３を曲線（カーブ）等の走行

条件に応じた速度制御が可能となるＣ－ＡＴＳ注１４に改修します。

２０ 浅草線ＡＴＳの改良

18年度末にポイントのある
5駅に設置済

－－－
全線設置
完 了

備 考３か年計24年度23年度22年度

注１３注１３ＡＴＳＡＴＳ
Automatic Train Stopの略。自動列車停止装置。列車が決められた速度を超えて信号機を通過すると、自動的にブレーキ

を作動させる信号保安装置
注１４注１４Ｃ－ＡＴＳＣ－ＡＴＳ
現在、浅草線で使用しているATSの改良型。詳細な情報が伝送可能で、曲線等の路線状況に合わせた細かな制御を行う信号

保安装置。C-ATSの「C」とは、Common(共通)、Control(速度制御）の共通の頭文字

２１ 運転状況記録装置の設置

万が一の事故の原因究明や、再発防止策の立案に役立てるため、大江戸線の車両に運転状

況記録装置注１５を順次搭載していきます。

（下段：累計）

浅草線、三田線、新宿線は
搭載済

17編成
12編成

17/53

5編成

5/53
－

備 考３か年計24年度23年度22年度

注１５注１５運転状況記録装置運転状況記録装置
速度やブレーキ等の運転状況を記録する装置

地下鉄

地下鉄
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おかげさまで都民の足１００周年（バス編）

○ 東京市電気局の路面電車が、大正12年（1923年）の関東大震災によって壊滅的な打

撃を受けたため、臨時応急的な輸送手段として、翌13年（1924年）1月18日、「東京

市営バス」が誕生しました。アメリカフォード社製の11人乗り車両を使用し、巣鴨～東

京駅、中渋谷～東京駅の2系統の運行を開始したことが乗合自動車事業の始まりです。

昭和17年（1942年）には陸上交通事業調整法に基づき、旧市内の事業エリア（山手

線と荒川放水路に囲まれた地域及び江戸川区の一部）において、市電と共に独占的な路

面交通機関となりました。翌18年（1943年）の東京都制の施行により「都営バス」と

なりました。

○ 戦後、壊滅的に破壊された東京の早期復興のため、軌道や駅施設が不要で機動性に富

む乗合自動車事業は大幅に増強が図られ、都民の足を確保しました。また、郊外部の人

口増加に伴う都心への通勤通学輸送需要に対応するため、事業エリアを越えて民営バス

各社との相互乗入運転を開始し、営業規模、乗客数ともに年々増加を続けました。

○ 昭和40年代には、ほとんどの系統が廃止された都電・無軌条電車（トロリーバス）の

代替バスとして、都営バスが路面交通の主役に躍り出し、昭和47年（1972年）には一

日約130万人のお客様を輸送しました。

しかし、道路渋滞や地下鉄網の整備、人口のドーナツ化現象による都心部の人口減少

などが要因となり、次第に乗客数に陰りが見えはじめました。

○ 平成14年（2002年）2月に実施された

乗合バス事業の需給調整規制の廃止によ

って新規参入が自由化され、事業者間競

争は激しくなっていますが、平成20年度

末で139系統、786㎞あまりの営業キロ

を持つ国内有数の路線バス事業者として、

都民の足となっています。

また、平成20年（2008年）には東京

駅から上野・浅草・両国といった下町を

結ぶ観光路線バスの運行を開始し、都心

観光の便利な移動手段としても注目され

ています。

大正13 平成23

乗 合 自 動 車（都営バス）

観光路線バスと浅草雷門

「円太郎バス」
ＴＴ型フォード車をベースに製造

トレーラーバス（戦後まもなく）
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２２ 質の高いサービスの提供質の高いサービスの提供

２２ 地下鉄のダイヤの見直し

２３ 新宿線車両の１０両編成化

２４ 大江戸線への新造車両導入

２５ 大江戸線大泉学園町方面への延伸

２６ バス路線・ダイヤの見直し

２７ バスの定時性向上・走行環境改善への取組

２８ 都電荒川線の定時性・速達性向上への取組

２９ 日暮里・舎人ライナーのダイヤの見直し【新規】

３０ 大江戸線勝どき駅の大規模改良【新規】

３１ 地下駅の全駅冷房化

３２ トイレのグレードアップ【新規】

３３ 駅のリニューアル

３４ 分かりやすい案内サインへの改良

３５ 親しみやすい駅長事務室への改良

３６ エレベーターの整備（１ルートの確保）

３７ 乗換駅へのエスカレーターの増設

３８ 「プチバリア」への対応

３９ 「サービス介助士」の資格取得の拡大

４０ 停留所上屋・ベンチの整備

４１ 乗り降りしやすい停留所への改善

４２ 外国人にも分かりやすい停留所表記と路線案内板の設置

４３ 停留所における運行情報サービスの改善【新規】

４４ 都電荒川線運行情報サービスの改善【新規】

４５ 全車両のノンステップバス化（低公害バスの積極的導入）

４６ 車いすの固定方法の改善

４７ 都電荒川線8800形への更新（7500形の置き換え）

４８ 都電荒川線新型車両の導入（7000形の置き換え）【新規】

４９ 日暮里・舎人ライナーの混雑対策【新規】

５０ ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

５１ お客様誘致の積極的展開

５２ 駅空間の活用

５３ 新たな情報提供サービスの導入【新規】

５４ サービスマインドの向上

５５ お客様の声を活かしたサービス改善

５６ 都営交通１００周年記念事業の実施【新規】

２　質の高いサービスの提供 １　安全・安心の確保３　社会的要請への対応 ４　経営力の強化

輸送力の増強･ダイヤの見直し

駅・停留所の快適性の向上

車両の快適性の向上

魅力あるサービスの開発
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地下鉄の混雑緩和と利便性向上を図るとともに、相互直通運転各社との連携を一層強化し、

増客・増収を図るため、ダイヤの見直しを行います。

■■輸送力輸送力のの増強・ダイヤの見直し増強・ダイヤの見直し <８事業>

サービスサービス

２２ 地下鉄のダイヤの見直し

新宿線の混雑緩和を図るため、新宿線車両の４編成について、現行の８両編成から１０両

編成化し、輸送力を増強します。また、平成２５年に３編成を１０両編成の新造車両に更新

します。

２３ 新宿線車両の１０両編成化

大江戸線の混雑緩和を図るため、平成２３年度に新造車両２編成１６両を増備します。

2編成－2編成増備設計

備 考３か年計24年度23年度22年度

２４ 大江戸線への新造車両導入

地下鉄

地下鉄

地下鉄

4編成
10両化

－－
4編成

各2両増備

備 考３か年計24年度23年度22年度

○ 浅草線は、平成２２年度の成田新高速鉄道の開業に伴うダイヤ改正を実施します。
また、平成２４年度完成予定の「京急蒲田駅付近連続立体交差事業」の進捗にあわせて、

ダイヤ改正を実施します。
○ 新宿線は、平成２４年度に予定されている「京王線調布駅付近連続立体交差事業」の完

了時に、ダイヤを全面的に改正します。
○ 大江戸線は、朝ラッシュ時の混雑緩和のため、平成２３年度に新造車両２編成１６両を

増備し、ダイヤ改正を実施します。
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サービスサービス

大江戸線の延伸について、土地区画整理事業や街路事業などの進捗状況を踏まえながら、

関係機関と連携し、事業化について、採算性も含め、引き続き検討を進めていきます。

２５ 大江戸線大泉学園町方面への延伸

一層便利で魅力ある都営バスを目指して、地域の実情やお客様のニーズに合わせた運行

ルートやダイヤの見直しを適時・適切に行い、増客・増収を図ります。

また、需要や周辺の状況が著しく変化したバス路線については、見直しを検討します。

バスカメラによる違法駐車車両の調査やバス優先レーンにおける走行環境調査など、関係

機関に協力していきます。また、走行環境の変化等に応じて随時ダイヤの見直しを行いなが

ら定時性の確保に努めます。

２７ バスの定時性向上・走行環境改善
への取組

飛鳥山付近などの併用軌道区間における自動車交通との分離や、道路との交差点における

電車優先信号の設置等について、交通管理者等の関係機関と継続して協議を進めます。

また、ＩＣカードの普及促進などにより、停車時間の短縮を図り、都電荒川線の定時性及

び速達性の向上に取り組みます。

２８ 都電荒川線の定時性・速達性向上への
取組

日暮里・舎人ライナーの混雑緩和を行うとともに、利便性向上による増客・増収を図るた

め、適時・適切にダイヤ改正を行います。

２９ 日暮里・舎人ライナーのダイヤの
見直し【新規】

バス

バス

路面電車

新交通

２６ バス路線・ダイヤの見直し

地下鉄
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■■駅・停留所の快適性の向上駅・停留所の快適性の向上 <１５事業>

サービスサービス

３１ 地下駅の全駅冷房化

お客様に快適に利用していただくため、平成２４年度までに地下駅全てを冷房化します。

（下段：累計）

大江戸線勝どき駅の混雑対策として、平成２２年度に出入口を増設します。さらに駅周辺

の開発によるお客様の増加に対応するため、ホームの増設やコンコースの拡張を含めた駅の

大規模改良を進めます。

３０ 大江戸線勝どき駅の大規模改良
【新規】

27年度完成予定－

都市計画
決 定

出入口(Ａ4)
新 設

備 考３か年計24年度23年度22年度

工事 →

朝のホーム混雑状況

地下駅93駅を対象
21年度までに83駅完了

10駅
2駅

93/93

4駅

91/93

4駅

87/93

備 考３か年計24年度23年度22年度

地下鉄

地下鉄
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サービスサービス

駅のトイレを、お客様が快適にご利用いただけるよう、ユニバーサルデザインを取り入れ、

清潔感と機能性を備えたトイレへ計画的に改良していきます。

３２ トイレのグレードアップ【新規】

【新チャレンジ2007「トイレのリフ
レッシュ」継続事業】

21年度までに17か所完了
25年度以降も順次整備予定

32か所
12か所

49/114

10か所

37/114

10か所

27/114

備 考３か年計24年度23年度22年度

（下段：累計）※トイレ数（都営管理駅１０１駅中１１４か所）

明るく快適な駅づくりを進めていくため、ホームやコンコースの天井や壁などをリニュー

アルします。

３３ 駅のリニューアル

地下鉄

地下鉄

パウダーコーナーの例

高齢者・乳幼児対応ブースの例

防菌・消臭仕様の床材 防汚仕様の壁材

バリアフリーの
アプローチ

隔壁付カウンター
（パウダーコーナー）

プラスαの機能を持ったブース
（オストメイト対応、

着替用フィッティングボード付き）

個室性の高い
パーティション
（防汚仕様）

広いスペースの
だれでもトイレ
（多機能トイレ）

女子トイレ

男子トイレ

ベビーチェア付
一般ブース

グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞

防菌・消臭仕様の床材 防汚仕様の壁材

バリアフリーの
アプローチ

隔壁付カウンター
（パウダーコーナー）

プラスαの機能を持ったブース
（オストメイト対応、

着替用フィッティングボード付き）

個室性の高い
パーティション
（防汚仕様）

広いスペースの
だれでもトイレ
（多機能トイレ）

女子トイレ

男子トイレ

ベビーチェア付
一般ブース

グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞グレードアップの例＜市ヶ谷駅＞
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サービスサービス

お客様の利便性向上を図るため、駅全体の案内サインを東京メトロと統一したデザインに

改良します。

ホーム案内板 出口案内標識 ホーム柱巻サイン

都営管理駅101駅を対象
21年度までに24駅完了
25年度全駅完了予定

59駅
20駅

83/101

19駅

63/101

20駅

44/101

備 考３か年計24年度23年度22年度

（下段：累計）

３４ 分かりやすい案内サインへの改良
地下鉄

駅長事務室の入口をシースルー化し、お客様が利用しやすく親しみやすい事務室に改良し

ます。

３５ 親しみやすい駅長事務室への改良
地下鉄

改良前 改良後

都営管理駅101駅を対象
21年度までに73駅完了
25年度全駅完了予定

25駅
5駅

98/101

5駅

93/101

15駅

88/101

備 考３か年計24年度23年度22年度

（下段：累計）
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サービスサービス

平成２４年度までに、すべての駅でエレベーター等による１ルートの確保注１６を目指し、整

備を進めます。

３６ エレベーターの整備（1ルートの確保）

（下段：累計）

注１６注１６１ルートの確保１ルートの確保
ホームから道路又は公共用通路までエレベーター等を利用して移動可能な経路を1つ以上確保すること。

21年度までに106駅のう
ち89駅完了

17駅
5駅

106/106

3駅

101/106

9駅

98/106

備 考３か年計24年度23年度22年度

地下鉄

お客様がスムーズに移動できるよう、乗換駅にエスカレーターを増設し、利便性の向上を

図ります。

7駅10基3駅4基3駅4基1駅2基

備 考３か年計24年度23年度22年度

３７ 乗換駅へのエスカレーターの増設
地下鉄
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サービスサービス

お客様が快適にご利用いただけるよう駅構内を随時調査し、小さなバリアに対してもきめ

細かな対応をしていきます。

25年度以降も順次実施予定60か所20か所20か所20か所

備 考３か年計24年度23年度22年度

※「濡れると滑りやすい床」、「出入口やトイレ内の小段差」、「不連続な手すり」等をプチバリアとしている。

改良前 改良後

３８ 「プチバリア」への対応
地下鉄

高齢者や障害を持つお客様などが、いつでも快適に安心して地下鉄をご利用いただけるよ

う、駅員の「サービス介助士」注１７の資格取得を拡大します。

３９ 「サービス介助士」の資格取得の拡大
地下鉄

20年度までに423名取得
し、全駅に常時配置済

450名取得150名取得150名取得150名取得

備 考３か年計24年度23年度22年度

注１７注１７サービス介助士サービス介助士
高齢者や障害者等が駅を利用する際などに必要な介助技術や「おもてなしの心」を習得することを目的とした「NPO法人日

本ケアフィットサービス協会」の認定資格
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サービスサービス

お客様が停留所を快適にご利用いただけるよう、

景観に配慮したデザインの上屋を整備していきま

す。

また、設置が可能な停留所にベンチの増設を進

めていきます。

４０ 停留所上屋・ベンチの整備

30基10基10基
ベンチ新設

10基

105棟35棟35棟
上屋新設･建替

35棟

備 考３か年計24年度23年度22年度

※ベンチ新設数には、上屋一体型を含まない。

バスの乗降口とガードレール等の開口部との間にズレが生じている停留所について、ガー

ドレール等の改修を行っていきます。

60か所－30か所30か所

備 考３か年計24年度23年度22年度

４１ 乗り降りしやすい停留所への改善

※改修が必要な停留所６０か所（平成２１年度停留所調査）

バス

バス

景観に配慮したデザインの上屋

改善前 改善後
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サービスサービス

外国人観光客の利用が多い路線や駅と観光スポットを結ぶ路線の停留所標識柱、及びター

ミナル等に設置している路線案内板に、英語、ハングル、中国語の表記を追加していきます。

21年度までに63基設置
30基10基10基

(路線案内板)
10基

21年度までに262本設置
240本80本80本

(標識柱)
80本

備 考３か年計24年度23年度22年度

４２ 外国人にも分かりやすい停留所表記と
路線案内板の設置

路線案内板

バス

停留所標識柱
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サービスサービス

お客様の利便性向上を図るため、バスロケーション

システム注１８を再構築し、停留所での運行情報サービス

を改善します。

注１８注１８バスロケーションシステムバスロケーションシステム
バスの走行位置をリアルタイムで把握し、停留所及び営業所においてバスの運行状況を表示し、お客様の利便性向上、運

行管理の効率化を図るシステム

４３ 停留所における運行情報サービスの
改善 【新規】

○ 都営バスの現在位置を表示する簡易型バス接近表
示装置を順次増設します。（①）

○ 老朽化したバス接近表示付停留所の情報表示装置
を更新します。（②）

○ 新型の情報表示装置を開発し、試験的導入を行い
ます。（③） 簡易型バス接近表示装置

10基－
③

10基－

189基90基90基
②

9基

21年度までに設置

① 527基
② 189基

73基30基30基
①

13基

備 考３か年計24年度23年度22年度

４４ 都電荒川線
運行情報サービスの改善【新規】

お客様の利便性向上のため、都電荒川線の運行管理装置を更新し、運行状況や時刻表をパ

ソコンや携帯電話で見られるようにします。あわせて、停留場の接近情報表示の改善・増設

を行います。

－→
サービス

開始
開発

備 考３か年計24年度23年度22年度

バス

路面電車
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■■車両の快適性の向上車両の快適性の向上 <５事業>

サービスサービス

４５ 全車両のノンステップバス化
（低公害バスの積極的導入）

更新車両のすべてを、誰もが乗り降りしやすく、最新の排気ガス規制に適合した低公害ノ

ンステップバスとし、平成２４年度には全ての路線バス車両をノンステップバスにします。

（下段：導入率）

21年度までに1,287両導入228両
22両

100％

101両

98％

105両

95％

備 考３か年計24年度23年度22年度

車いすを利用されるお客様の安全性の向上や固定時間の短縮を図るため、固定方式を後ろ

向きに改良するなど、バス車内での車いすの固定方法を改善していきます。

４６ 車いすの固定方法の改善

バス

バス

固定方式（改善後）固定方式（改善前）

※ハイブリッドバスを含む。
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サービスサービス

７５００形車両５両を、平成２２年度に８８００形車両に更新し、全ての７５００形車両

の更新を完了します。また、車齢５０年以上が経過した７０００形車両についても、１両を

新型車両に更新します。

なお、これら更新する車両は、すべてユニバーサルデザインに配慮し、誰もが利用しやす

く、また、ＶＶＶＦ制御注１９を採用した省エネルギー車両とします。

４７ 都電荒川線8800形への更新
（7500形の置き換え）

４８ 都電荒川線新型車両の導入【新規】
（7000形の置き換え）

（8800形）
21年度までに５両導入６両導入（新型車両）

１両導入

－

（8800形）
5両導入

備 考３か年計24年度23年度22年度

７０００形

注１９注１９ＶＶＶＦ制御ＶＶＶＦ制御
Variable Voltage Variable Frequency（可変電圧、可変周波数）制御の略。直流をインバータで交流に変換して、軽量小

型の交流モーターで駆動する方式で、電力の効率的な使用が可能。現在の直流モーターの車両に比べて、約20%の電力使用量
の低減が見込まれる。

７５００形 ８８００形

路面電車
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サービスサービス

お客様が車両の中ほどまで入りやすいよう、既存車両の座席を一部ロングシート化するな

ど、車内レイアウトの改修を順次実施します。あわせて、つり革や手すりを増設します。

21年度までに3編成改修
9編成改修

12/12
－

5編成改修

12/12

4編成改修

7/12

備 考３か年計24年度23年度22年度

４９ 日暮里・舎人ライナーの混雑対策
【新規】

改修前 改修後

新交通

（下段：累計）
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■■魅力あるサービスの開発魅力あるサービスの開発 <７事業>

サービスサービス

お客様サービス向上のため、ＩＣカード乗車券ＰＡＳＭＯを活用し、都営交通のご利用に
応じて貯まったポイントをＰＡＳＭＯにチャージできるサービスを開始します。

－→
サービス

開始
システム

構築

備 考３か年計24年度23年度22年度

５０ ＰＡＳＭＯを活用したポイント
サービスの導入【新規】

地下鉄、バス、軌道、新交通を併せもつ強みを活かし、東京メトロや相互直通運転各社と

も連携して、交通ネットワークを活用したＰＲを展開するとともに、企画乗車券の発売や情

報誌の発行を行うなど、お客様誘致に積極的に取り組みます。

５１ お客様誘致の積極的展開

路面電車バス 新交通地下鉄

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

＜ポイントサービスのしくみ（地下鉄・新交通の例）＞

会員サポートセンター
（入会受付、会員証発行、問合せ受付）

ポイントチャージ機
ポイント
システム

お

客

様

入会申込

自動改札機

記名式
PASMOにて乗車（※対象はSF利用のみ）

乗
車
情
報

ポイント
還元

会

員

情

報

※ＳＦとは、カード内にチャージ（入金）された、運賃に使用できる金額のこと。
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サービスサービス

５2 駅空間の活用

お客様の多様なニーズに応え、利便性を向上させるため、駅構内において、専門店舗の出

店及び自動販売機等の設置を推進します。

－

→
④

サービス
開始

→
①～③

サービス
開始

開発

備 考３か年計24年度23年度22年度

５３ 新たな情報提供サービスの導入
【新規】

新たな情報提供サービスのイメージ

都バス運行情報サービス(http://tobus.jp/)の機能

を強化し、新たな情報提供サービスを開始します。

注２０注２０ＧＰＳＧＰＳ
GPSとは、Global Positioning System の略。地球の周回軌道を回る衛星から発信される情報をもとに、現在地の緯度・経

度を測定するシステム。この機能が付いた携帯電話から現在地が確認できる。

多摩地域の系統でも運行情報や接近状況が確認でき
ます。

都営バス多摩地域運行情報配信

④

都営バスと他の都営交通との乗換経路を検索できま
す。

都営交通乗換経路検索

③

停留所名称がわからなくてもパソコンや携帯電話で
停留所の位置が分かります。

地図を用いた停留所検索

②

今いる場所から最寄りの停留所の位置が分かります。

ＧＰＳ注２０機能付き携帯電話による近隣停留所案内
①

新交通

バス

地下鉄

新交通地下鉄路面電車

①近隣停留所案内

②停留所検索

③都営交通乗換経路検索
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サービスサービス

お客様への心のこもったサービスを一層充実させるため、接遇研修等を通じて、職員一人
ひとりのサービスマインドをこれまで以上にレベルアップさせていきます。

また、「東京都交通局サービス推進本部注２１」を中心としたサービス推進活動を展開し、

局全体で職場風土の改善に取り組みます。

５４ サービスマインドの向上

平成２３年度に迎える都営交通創業１００周年を機に、お客様への感謝の気持ちを込めて、

記念事業を実施します。

５６ 都営交通１００周年記念事業の
実施【新規】

注２１注２１東京都交通局サービス推進本部東京都交通局サービス推進本部
局長を本部長とし、お客様本位のサービスの創造を目指して、総合的なサービス推進計画の策定、サービス推進活動の実

施及び各部門におけるサービス推進の支援を行っている。
注２２注２２都営交通巡回モニター制度都営交通巡回モニター制度
お客様視点のサービスを展開していくため、平成１８年度から導入された制度。３００名のモニターの皆様に、局職員の

お客様応対、駅や車両、バス停留所の状況等について、サービスレベルを４段階で評価していただいている。

ご意見やご要望などの「お客様の声」や、「都営交通巡回モニター制度注２２」におけるモ

ニターの評価を集約・分析し、お客様サービスの改善に活かします。

また、インフォメーションセンターやお忘れものセンターの業務の見直しを検討していき

ます。

５５ お客様の声を活かしたサービス改善

都営交通をテーマにした藝大生によるデザイン提案

○ 東京藝術大学美術学部デザイン科の大学院生３０名が、実際に都営交通を体験し、そこで感じた問題点に

対する解決策を、専門分野を活かして提案します。

○ 交通局では、学生からの提案を踏まえ、問題点の改善や提案の実施について検討します。

○ 平成２１年度 提案作品

イマドコ（特許出願）・・・地下鉄車内の地上ビジュアルナビゲーション

ちかてつどうぶつえん・・・大江戸線を利用して上野動物園へ行こう！キャンペーン

イチョウさん ・・・スーパー駅員「イチョウさん」が伝える接客の心（手引書）

my つりかわ展 ・・・自由な発想のつり革アイデア展

TODAN（特許出願）・・・大江戸線の階段でICカードを使用した仮想登山

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄
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おかげさまで都民の足１００周年(地下鉄･新交通編)

○ 昭和2年（1927年）に上野～浅草間で開業した東京の地下鉄は、同16年（1941年）

の帝都高速度交通営団法、同17年（1942年）の陸上交通事業調整法の施工により、営

団(現在の東京メトロ)が一括して建設・経営することとされました。

○ 戦後、首都圏の急激な人口増加によって、周辺

地域と都心を結ぶ輸送需要は著しく増大しました。

こうした状況に都は、都内の地下鉄を早急に整備

するため、都も建設を分担すべき旨を国に要望し

ました。運輸大臣の諮問機関である都市交通審議

会は、昭和31年（1956年）8月に「地下鉄の迅速

な建設のため、営団以外の者にも地下鉄建設に協

力せしめることも考慮すべき」旨を答申しました。

これを機に都も地下鉄建設を行うこととなりまし

た。

○ こうして都営地下鉄は、昭和35年（1960年）12月に浅草線の押上～浅草橋間の営業

を開始しました。同43年（1968年）12月には開発間もない高島平団地の重要な足とな

る三田線、同53年（1978年）12月には新宿線、平成3年（1991年）12月にはリニア

モータ駆動など最新技術を導入して都営地下鉄で初めてワンマン運転を採用した大江戸

線放射部（練馬～光が丘間）をそれぞれ開業し、その後各線とも路線を延伸していきま

した。平成12年（2000年）9月26日には三田線の三田～目黒間（白金高輪～目黒間は

東京メトロとの共用区間）、同年12月12日には大江戸線の全線を開業するなどネット

ワークの拡大を図り、計109.0㎞の営業を行うまでになりました。

昭和35 平成23

高速電車（都営地下鉄）

○ 東京都区部の北東部に位置する足立区西部地域は、都心に比較的近接した地域であり

ながら、公共交通網の整備が十分とはいえない地域であり、地域の主要道路である尾久

橋通りは交通渋滞が日常化していました。このため、昭和60年（1985年）の「運輸政

策審議会答申第7号」において新交通システム等の導入が答申され、翌61年（1986年）

の「第二次東京都長期計画」において計画事業として位置づけられました。

○ インフラ部（支柱、軌道桁、駅の主要構造物など）の建設を尾久橋通りの整備と併せ

て東京都建設局が担当し、インフラ外部（車両や電気施設など）を第三セクターである

東京都地下鉄建設株式会社が担当して、平成9年（1997年）12月に工事着手しました。

その後、交通局が軌道法に基づく軌道事業譲渡許可を受け、平成20年（2008年）3月

30日に日暮里･舎人ライナーが開業しました。開業半年後の同年10月には、早くも累計

乗客数1,000万人を達成し、沿線地域の活性化などが期待されています。

平成20平成23

新交通（日暮里・舎人ライナー）

浅草線全線開通の様子
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３３ 社会的要請への対応社会的要請への対応

５７ 環境にやさしい施設の整備

５８ 環境ＰＲによる利用促進【新規】

再掲 ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

５９ 環境対策への協力【新規】

６０ トンネル湧水の河川等への放流

６１ ハイブリッドバスの拡大導入

再掲 全車両のノンステップバス化（低公害バスの積極的導入）

６２ 次世代燃料等の環境施策への協力

６３ エコドライブ活動の推進

６４ 東大島エコ・プロジェクト（環境対応型バス停の設置）【新規】

６５ 都電荒川線における緑化の推進

６６ 都電荒川線の魅力向上と沿線地域の活性化【新規】

再掲 都電荒川線8800形への更新（7500形の置き換え）

再掲 都電荒川線新型車両の導入（7000形の置き換え）【新規】

６７ 日暮里・舎人ライナーの魅力向上と沿線地域の活性化【新規】

６８ 音声案内装置・音声案内付触知図等の整備

再掲 「サービス介助士」の資格取得の拡大

再掲 車いすの固定方法の改善

６９ マタニティマークの普及への協力

再掲 駅へのＡＥＤの増設

７０ 電子マネーの利用による花粉症対策への協力

７１ 中学生の職場体験への協力

７２ お客様へのマナーの呼びかけ

３　社会的要請への対応 １　安全・安心の確保 ２　質の高いサービスの提供４　経営力の強化

環境対策の推進

沿線地域の活性化

福祉施策などの推進

行政施策との連携強化
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５７ 環境にやさしい施設の整備

地球温暖化の防止やヒートアイランド現象の緩和に寄与するため、局施設の整備にあたっ

ては、省エネルギーによりＣＯ２排出量を削減するなど、環境に配慮した設備の導入を行って

いくとともに、屋上や壁面などの緑化を進めていきます。

■■環境対策の推進環境対策の推進 <１１事業>

社会的要請社会的要請

５８ 環境ＰＲによる利用促進【新規】

都営交通の環境に対する取組や公共交通の環境優位性をＰＲすることにより、自家用車か

ら都営交通への転換を促進し、ＣＯ２削減に寄与します。

ＩＣカード乗車券ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入によって、より多くのお

客様に都営交通をご利用いただき、環境負荷低減に貢献していきます。
【計画事業番号50のとおり：61㌻】

再掲 ＰＡＳＭＯを活用したポイント
サービスの導入【新規】

壁面緑化（大島車両検修場）屋上緑化（馬込車両検修場）

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

路面電車バス 新交通地下鉄

路面電車バス 新交通地下鉄
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社会的要請社会的要請

５９ 環境対策への協力【新規】

トンネル内で発生する湧水を、水質改善や修景

用水として活用するため、河川や庭園の池などに

放流していきます。

６０ トンネル湧水の河川等への放流

都営交通１００周年を機に、環境負荷低減の取組を行います。その一環として、カーボン

オフセット注２３付き一日乗車券（都営まるごときっぷ）を発売します。

また、都営交通で使用した部品等を販売し、収益を環境対策に役立てます。

注２３注２３カーボンオフセットカーボンオフセット
企業などが排出したＣＯ２を相殺（オフセット）するため、売り上げや寄付金を自然エネルギー事業や植林事業などのＣ

Ｏ２削減事業にあてること。（カーボンオフセット付き一日乗車券には、この特典が付いており、都営交通を利用した際に
排出されるＣＯ２がオフセットされる乗車券）

地下鉄

修景用水として活用している事例(池上梅園）

６１ ハイブリッドバスの拡大導入

窒素酸化物（ＮＯx）・粒子状物質（ＰＭ）に加

え、ＣＯ２の削減に寄与するとともに、省エネル

ギーを推進するため、ノンステップ仕様のハイブ

リッドバスを導入します。

21年度までに100両導入62両22両20両20両

備 考３か年計24年度23年度22年度

バス

路面電車バス 新交通地下鉄

ハイブリッドバス
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社会的要請社会的要請

注２４注２４次世代燃料次世代燃料
軽油などの化石燃料に代わり、二酸化炭素の排出を抑え、環境にやさしいと期待される燃料

ＣＯ２削減対策として、環境に関する新技術の開発や次世代燃料注２４などの普及拡大のため

に、都の施策等と連携して実証実験のフィールドを提供していきます。

都営バス全車両に搭載したエコドライブ注２５用機器を積極的に活用することにより、省エネ

運転の浸透を図り、燃費向上に取り組みます。

また、すべての営業所等で取得しているグリーン経営認証注２６を更新します。

６２ 次世代燃料等の環境施策への協力

６３ エコドライブ活動の推進

注２５注２５エコドライブエコドライブ
急発進やアイドリングの抑制など、環境負荷の低減に配慮した自動車の運転を行うこと。

注２６注２６グリーン経営認証グリーン経営認証
交通エコロジー・モビリティ財団が一定レベル以上の環境保全の取組を行っている事業者に対して、審査の上、認証・登

録を行う制度

バス

バス

再掲 全車両のノンステップバス化
（低公害バスの積極的導入）

バス

更新するディーゼルバス車両のすべてを、最新の排気ガス規制に適合し、省エネルギー法

に基づく燃費基準を達成した環境にやさしい車両とします。【計画事業番号45のとおり：58㌻】

6868



社会的要請社会的要請

６５ 都電荒川線における緑化の推進

沿線の景観向上や環境負荷の低減を図るため、関係機関との協力・連携を強化して、都電

荒川線沿線の緑化に引き続き取り組みます。

大塚駅前付近での軌道内緑化の実証実験

路面電車

新宿線東大島駅前バスターミナルにおいて、太陽光発電等を利用した停留所を平成２２年

度に設置します。「環境にやさしい駅づくり（駅エコ）」と一体的な展開を図ることにより、

都営交通としての環境への取組を積極的にＰＲしていきます。

６４ 東大島エコ・プロジェクト
（環境対応型バス停の設置）【新規】

バス 地下鉄

お客様の目を楽しませる沿線のバラ

錦28　　　緊張駅前

笹　塚

東大島エコ・プロジェクト【イメージ】
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■■沿線地域の活性化沿線地域の活性化 <４事業>

都電荒川線の魅力向上と沿線地域の活性化に寄与するため、地元自治体や都電荒川線サ

ポーター（地元で都電の応援・ＰＲをしてくれる皆さん）との連携強化に努め、沿線案内や

都電の魅力を引き出す地域に密着したイベントなどを積極的に展開します。

日暮里・舎人ライナーの魅力向上と沿線地域の

活性化に寄与するため、地元自治体や地域とも連

携しながら、地域に密着したイベントなどを積極

的に展開します。

社会的要請社会的要請

６６ 都電荒川線の魅力向上と沿線地域の
活性化【新規】

６７ 日暮里・舎人ライナーの魅力向上と
沿線地域の活性化【新規】

新たに導入する車両は、見ても楽しめるようカラーバリエーションを豊かにし、地域の観

光資源として、都電荒川線を積極的にＰＲしていきます。 【計画事業番号47､48のとおり：59㌻】

都電荒川線、日暮里･舎人ライナーの各種イベントの取組

再掲 都電荒川線8800形への更新
（7500形の置き換え）

再掲 都電荒川線新型車両の導入【新規】
（7000形の置き換え）

路面電車

新交通

路面電車
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■福祉施策などの推進■福祉施策などの推進 <３事業>

社会的要請社会的要請

６８ 音声案内装置・音声案内付触知図等
の整備

視覚障害を持つお客様が駅を安心してご利用いただけるよう、駅構内に音声案内装置、誘

導チャイム、音声案内付触知図を整備します。

再掲 「サービス介助士」の資格取得の拡大

高齢者や障害を持つお客様などが、いつでも快適に安心して地下鉄をご利用いただけるよ

う、駅員の「サービス介助士」の資格取得を拡大します。【計画事業番号39のとおり：54㌻】

15か所5か所5か所

音声案内付触
知図

5か所

180か所60か所60か所

音声案内装置
誘導チャイム

60か所

備 考３か年計24年度23年度22年度

車いすを利用されるお客様の安全性の向上や固定時間の短縮を図るため、固定方法を後ろ

向きに改良するなど、バス車内での車いすの固定方法を改善していきます。 【計画事業番号46

のとおり：58㌻】

再掲 車いすの固定方法の改善
バス

地下鉄

地下鉄
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■■行政施策との連携強化行政施策との連携強化 <５事業>

社会的要請社会的要請

再掲 駅へのＡＥＤの増設

都営地下鉄の駅構内等にある店舗や自動販売機で、ＩＣカード乗車券の電子マネー機能を

利用して買い物をすると、その売上げの一部が「花粉の少ない森づくり運動」へ募金される

仕組みにより、都の花粉症対策に協力していきます。

７０ 電子マネーの利用による花粉症対策
への協力

６９ マタニティマークの普及への協力

出産や子育て支援のため、妊娠中のお客様やそ

のご家族等に対するマタニティマーク注２７の無償

配布を引き続き行います。また、駅貼りポスター

や車内ステッカー等により、マークの普及促進に

努めます。

注２７注２７マタニティマークマタニティマーク
妊産婦が交通機関等を利用する際にバッジなどを身につけ、周囲が妊産婦への配慮を示しやすくするマーク

都営地下鉄各駅に１台設置しているＡＥＤ（自動体外式除細動器）を増設し、駅構内のす

べての改札口に設置します。【計画事業番号18のとおり：44㌻】

新交通

地下鉄

地下鉄

車内ステッカー

路面電車バス 新交通地下鉄
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社会的要請社会的要請

７２ お客様へのマナーの呼びかけ

車内での携帯電話の取扱いなどに関する「マナーポスター」を作成し、駅や車内に掲示し

ていきます。

また、小学生向けのマナー読本を作成し、授業で活用していただけるよう都内すべての小

学校へ配付していきます。

マナー読本

路面電車バス 新交通 ﾓﾉﾚｰﾙ地下鉄

次世代を担う青少年の育成に寄与するため、都の青少年健全育成対策の取組である「中学

生の職場体験」に協力していきます。

７１ 中学生の職場体験への協力
地下鉄 バス

バス停留所の清掃作業
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おかげさまで都民の足１００周年（その他編）

○ 明治44年（1911年）、東京市電気局は、品川、深川及び渋谷の各火力発電所の発電

による電気供給事業を創業しました。昭和7年（1932年）、当時の西多摩郡小河内村に

ダムを造り、一大貯水池を設ける計画が東京市会で議決され、電気局はこの貯水池を利

用した水力発電所を計画しました。しかし、国家総動員法に基づく配電統制令により、

昭和17年（1942年）4月に事業を関東配電株式会社（現在の東京電力）に譲渡したこと

から、この計画は実現に至りませんでした。

○ 戦後、中断していた小河内ダムの建設が再開され、昭和29年（1954年）都議会にお

いて、多摩川の流水を利用して発電を行い、都内を供給区域とする一般電気事業者に電

力を供給し、もって都民の福祉増進に資するとした計画が議決されました。この事業は、

戦前の経緯から交通局が所管することとなり、昭和30年（1955年）3月に発電所建設に

着手、同32年（1957年）12月に多摩川第一発電所、次いで同38年（1963年）2月に多

摩川第三発電所の営業運転を開始しました。その後、平成12年（2000年）11月には白

丸調整池ダムの観光放流を利用した白丸発電所の営業運転を開始しました。

明治44 平成23

電気（電気供給） 電気（発電）

昭和32 平成23

懸垂電車（モノレール）

○ 交通局では、従来から土地・建物などの資産の有効活用や

広告事業を行ってきましたが、平成元年（1989年）の附帯事

業の範囲の明確化等の制度改正を受け、本格的に関連事業に

取り組むこととなりました。

○ 平成12年（2000年）4月の東京都屋外広告物条例の改正を

受け、都営バスと都電において車体広告事業（ラッピング広

告）を先駆的に開始するなど、様々な広告事業の展開を図っ

ています。

平成23

関連事業

昭和17 昭和32

初代Ｈ形（昭和32年～昭和41年）
近未来を意識した流線型（写真は開業時の
様子。チンパンジーのスージーちゃんがお
祝いに駆けつけました。）

二代目Ｍ形
（昭和42年～昭和59年）
シャープになった車体

三代目30形
（昭和60年～平成11年）
窓からの眺望もアップ

円柱電飾ボード
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４４ 経営力の強化経営力の強化

７３ 業務の見直し

７４ 組織体制の見直し

７５ 職員定数の削減

７６ システム基盤の統合整備【新規】

７７ コスト管理の徹底

７８ マネジメントサイクルの徹底と経営状況の公表

７９ 目黒駅前地区再開発への参画

８０ 巣鴨自動車営業所の利活用

再掲 駅空間の活用

８１ 広告事業の積極的展開

８２ 交通局グループとしての事業運営

８３ 東京交通サービス㈱の監理団体化【新規】

８４ 公益法人改革への対応

８５ 技術力の維持・向上

８６ プロフェッショナル職員の育成

８７ 運輸系職員の人事任用制度の見直し

８８ 人材育成を重視したジョブローテーションの実施

８９ 人事考課制度の活用、昇給制度の的確な運用

９０ 健康管理の充実

９１ 職場の活性化

４　経営力の強化 １　安全・安心の確保 ２　質の高いサービスの提供 ３　社会的要請への対応

効率化の推進と組織の見直し

関連事業の推進

関連団体の活用

人材育成と職場の活性化
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業務や組織の見直し、関連団体の活用、委託の拡大などの効率化を進めることにより、職

員定数を１４８人削減します。

■■効率化の推進と組織の見直し効率化の推進と組織の見直し <６事業>

経営力経営力

７５ 職員定数の削減

庶務や経理などの定型的な仕事を中心に業務分析を行い、ワークフローの見直しによる生

産性の向上を図ります。

業務の見直しと合わせて組織の見直しを行い、簡素で効率的な組織体制づくりを進めます。

７３ 業務の見直し

７４ 組織体制の見直し

6000

6500

7000

7500

8000

8500

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

年度

職員定数の推移

＜職員定数＞
・平成２１年度 ６,７８４人
・平成２２年度から平成２４年度までの増減数 ▲１４８人

（計） ６,６３６人

（参考）これまでの定数削減の取組
・平成１２年度：８，２８６人 → 平成２１年度：６，７８４人（１，５０２人削減）

7676



本計画の着実な実施とその実効性を担保するため、ＰＤＣＡサイクルを徹底し、的確な進

行管理を行うとともに、取組の達成状況や課題等を明らかにしながら事業運営にフィード

バックしていきます。

また、お客様に経営内容や安全・サービス・社

会貢献の取組等をより良く理解していただけるよ

う、「東京都交通局経営レポート」を通じて公表

します。

契約方法の見直しや、ライフサイクルコストの低減、維持管理経費の節約や業務改善など、

あらゆる面でコスト管理の徹底を図ります。

７７ コスト管理の徹底

７８ マネジメントサイクルの徹底と
経営状況の公表

経営力経営力

「東京都交通局2008経営レポート」
冊子や交通局ホームページによる公表

交通局電子情報処理基本計画（仮称）に基づき、各種情報システムの一層の効率的・安定

的な運用を目指し、ネットワークやサーバ等の統合・集約を行います。

７６ システム基盤の統合整備【新規】

○ 長期継続契約制度の採用や一括発注の実施など、効率的な契約手法によるコスト縮減
○ 施設や設備の整備及び改修時における新工法・新材料の採用等により、工事コストを縮

減
○ 地下鉄構造物について「予防保全型」の管理手法を導入し、長寿命化及び補修費用の低
減を図り、ライフサイクルコストを縮減

○ 地下鉄及び都電荒川線の車両について、エネルギー効果の高いＶＶＶＦ車両を導入し、
消費電力を低減

○ ハイブリッドバスの導入を進めるとともに、都営バスに搭載したエコドライブ用機器を
活用して省エネルギー運転の浸透を図り、バスの燃料使用量を縮減

○ 水道光熱費等の維持管理経費、事務用品の節約の徹底、業務改善による経費縮減など、
職員一人ひとりのコスト意識の徹底を継続
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■■関連事業の推進関連事業の推進 <４事業>

都営バス目黒分駐所跡地について、地域の活性化に寄与するとともに、安定した賃貸料収

入を確保するため、組合施行による再開発計画に参画していきます。

事業規模 約2.3ha予定
うち当局用地 約1.0ha－

権利変換
計画認可

再開発組合
設立認可

都市計画
決定

備 考３か年計24年度23年度22年度

７９ 目黒駅前地区再開発への参画

経営力経営力

都営バス巣鴨自動車営業所の敷地を有効活用し、収益確保を目指します。

25年度利活用開始予定－事業者公募
活用方針

決定
－

備 考３か年計24年度23年度22年度

８０ 巣鴨自動車営業所の利活用

多様化する広告主のニーズを的確に捉え、既存媒体のリニューアルや新規媒体の開発等に

より媒体価値を向上させ、増収に向けて取り組んでいきます。

また、広告事業の拡大を図るため、より効率的な事業執行体制について検討していきます。

８１ 広告事業の積極的展開

経営基盤の強化に寄与するため、駅構内において、専門店舗の出店及び自動販売機等の設

置を推進し、安定的な収入を確保します。【計画事業番号52のとおり：62㌻】

再掲 駅空間の活用
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財団法人東京都交通局協力会については、公益法人改革注２８に対応して、平成２５年度を目

途とする新法人への移行に向けて、局や他団体との役割分担、組織の見直しや事業のあり方

などを引き続き検討していきます。

■■関連団体の活用関連団体の活用 <３事業>

関連団体との連携を強化し、適切な役割分担に

より、交通局グループ総体として、一体的な事業

運営に努めます。

これにより、「安全・安心の確保」「質の高い

サービスの提供」「社会的要請への対応」「経営

力の強化」という取組方針を実現し、公共交通機

関としての責務を果たしていきます。

８４ 公益法人改革への対応

８２ 交通局グループとしての事業運営

経営力経営力

注２８注２８公益法人改革公益法人改革
公益法人制度の改革を目的とした新しい非営利法人制度を規定する法律が平成20年11月に施行された。これにより現行の

財団法人については、法律の施行から5年以内に公益財団法人又は一般財団法人への移行が必要となっている。

８３ 東京交通サービス㈱の監理団体化
【新規】

東京交通サービス株式会社を、鉄軌道事業の保守部門における準コア業務の担い手として

位置づけ、連携を強化していきます。

また、東京都監理団体として経営の透明性を高めていきます。

都営交通事業の一体的運営体制のイメージ

事業運営の根幹に関わる

業務

交
通
局

民
間
企
業

関
連
団
体

安全管理、技術継承、営業

戦略上、局との一体的な執

行体制が必要な業務

定型作業や、安全管理

上、民間事業者に委ねて

も支障がない作業等

連携

連携

コア業務

準コア業務

定型業務
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技術の継承のため、実地に即した研修を実施するとともに、民間技術専門機関等を活用し

た技術専門研修の強化を行うなど、研修の充実を図ります。

また、関連団体との連携を強化し、人的交流を推進するなど、交通局グループ一体となっ

て、技術力の維持・向上に努めます。

■■人材育成と職場の活性化人材育成と職場の活性化 <計画事業 ７件>

次代を担う人材の登用・育成を図るため、運輸系職員の人事任用制度などのあり方を検討

し、見直しを行います。

局事業に精通し、幅広い視野をもった人材を育成するため、現業系を含め運輸系職員の異

動のあり方について検討し、効果的な異動を実施します。

８５ 技術力の維持・向上

８７ 運輸系職員の人事任用制度の見直し

８８ 人材育成を重視した
ジョブローテーションの実施

経営力経営力

８６ プロフェッショナル職員の育成

プロフェッショナル職員を育成していくため、ＯＪＴ注２９を充実させる取組を推進し、職層

別研修、講師養成研修などを改善するとともに、管理監督者の指導力向上に向けた研修を実

施します。

また、安全・安心の確保に向け、安全マネジメントに関する研修を改善するほか、地下鉄

の運転シミュレーターやバスの運転訓練車などを活用した研修・指導を充実します。

さらに、情報システムに精通した職員を養成するための研修を進めます。

注２９注２９ＯＪＴＯＪＴ
On-the-Job Trainingの略。企業内で行われる職業指導手法のひとつで、職場の上司や先輩が部下の日々の仕事を通じて、

その仕事に必要なノウハウやスキルを習得させる能力開発手法
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経営力経営力

９０ 健康管理の充実

職員の心身の健康維持・増進を図るため、相談体制の充実、ストレスチェックの定期的な

実施などメンタルヘルス対策を強化するとともに、インフルエンザ対策や生活習慣病対策な

どを進めます。

９１ 職場の活性化

職場の活性化と職員のモラールアップを図るため、職員表彰制度や職員提案制度を積極的

に活用していきます。

また、超過勤務を計画的に削減するなど、ワークライフバランス注３０を推進するとともに、

職員の働きがいを高め、職員が能力を発揮できる職場づくりに取り組みます。

８９ 人事考課制度の活用、昇給制度の
的確な運用

人事考課制度を効果的に活用するとともに、昇給制度を的確に運用し、職員の能力や業績

を適切に処遇に反映させ、職員の職務意欲の向上を図ります。

注３０注３０ワークライフバランスワークライフバランス
人それぞれの希望に応じて、「仕事」と、子育てや親の介護、地域活動等の「仕事以外の生活」の調和が図れる状態をい

う 。ワークライフバランスが実現すれば、個人はより充実した生活を送るとともに成長しながら働くことができ、企業は社

員の力を十分に引き出して持続的に発展することができるので、社会全体にも活力が生まれるとされている。
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大江戸線のひみつ

○ 名前のひみつ
「12号線路線名称選考委員会」の推薦に基づき、平成11年12月に決定されました。「江戸」と呼ば

れていた地域をほぼ包み込む線形である、江戸時代に形成された歴史のある地域を多く通過する、21

世紀を迎えるにあたり「大江戸」という言葉はむしろ新鮮味がある、「大」を冠することにより地理

的、経済的、文化的発展や広がりを表現している、というのが主な選定理由です。

○ ホームのひみつ
既存の鉄道、河川、高速道路、その他大規模埋設物と数多く交差している大江戸線は、後発である

ため深く掘る必要がありました。最も深い駅は六本木駅（42.3m）で、地上14階建てのビル程度の深

さになります。

このため、大江戸線の駅は、駅の構造をできるだけ単純化するよう設計されています。また、すべ

ての駅で地上からホームまでのエレベーターを確保しています。

○ 車両のひみつ
大江戸線は、他の鉄道と相互直通運転をしない単独路線で、独自の規格で建設できたため、トンネ

ル断面を極力縮小して建設費の圧縮を図りました（大江戸線掘削断面：5.3m、新宿線：7.3mで、約

47％小さい。）。このため、車両はリニアモータ駆動方式の小断面車両を導入し、車両の小型化によ

りホームも短くできました。

○ ６の字のひみつ
大江戸線のルートは、主要ターミナルとの接続を図り交差する路線との乗り換え機能を高めること、

新都庁舎などの公共施設とのアクセスに配慮すること、大規模開発計画と整合すること、道路・公園

など公共空間を可能な限り利用することを基本としました。

環状ルートも検討しましたが、実現するためには新宿西口駅と新宿駅を結ぶ新たな線路と、新宿西

口駅または新宿駅に2面ホームの設置が必要でした。しかし、両駅の地上部は道路幅が狭くビルが密

集し、2面ホームの設置が難しく、難工事による費用と期間の増大が懸念されました。その一方、新

宿駅前後の環状方向の旅客流動は少ないと見込まれ、費用対効果を検証した結果、環状ルートを断念

して現行の6の字運転ルートを採用しました。

○ ひみつの抜け穴
大江戸線は、浅草線と同じ標準軌間（1,435㎜）のレール幅を採

用していることから、大江戸線汐留駅の構内と浅草線新橋駅付近を

結ぶ「汐留連絡線」と呼ばれるトンネルがあり、これを利用して大

江戸線の車両が浅草線内を経由して、西馬込にある検修場に回送し、

車両検査を実施しています。

なお、大江戸線の車両は、浅草線と異なり、リニアモータを動力

に使用していますが、浅草線内にはリニアモータを動かすための設

備（リアクションプレート）がなく、自力走行できないため、電気

機関車にけん引されています。
電気機関車
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Ⅲ 財政収支の目標財政収支の目標

各事業の収支見込は、次の前提条件各事業の収支見込は、次の前提条件によりにより算定しています算定しています。。

１１ 「「ⅡⅡ 計画期間における計画期間における具体的な取組」に掲げた計画事業を計上しています。具体的な取組」に掲げた計画事業を計上しています。
２２ 算定上は、料金算定上は、料金改定、物価の上昇及び給与改定改定、物価の上昇及び給与改定をを見込んでいません。見込んでいません。
３３ 消費税及び地方消費税の金額を含んでいます。消費税及び地方消費税の金額を含んでいます。
４４ 受託工事に係る収入及び支出は、除いています。受託工事に係る収入及び支出は、除いています。
５５ その他の事項については、平成その他の事項については、平成2222年度を基準とし、所要額を計上しています。年度を基準とし、所要額を計上しています。
６６ 各計数は、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と各計数は、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と

一致しない一致しない場合が場合があります。あります。
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○ 計画期間中は、沿線の再開発やダイヤ改正などによる増収分を見込んでいますが、景気の
低迷などにより、乗客数の伸びが期待できないため、大幅な乗車料収入の増加は見込めない
と推計しています。

○ 減価償却費の減少、支払利子の減少及びコスト管理の徹底などによる経費の削減とともに、
安全対策など新たな投資に伴う維持管理経費の増加などを見込んでいます。

○ ３か年の計画期間中、経常利益の確保に努め、累積欠損金の縮減を図ります。

【収支概況】

【収支目標】

【収支見込】
（単位：億円）

１,０６８４４５２７１当年度末累積資金残（△不足）

２０８１７４△２１８当年度資金残（△不足）

△４,１１８△４,１８１△４,２６３当年度末繰越損益

６２８２５７経常損益

２２８２２２２１２営業損益

１,４２２１,４３０１,４５２支出計

２０４２１２２３２営業外費用

１,２１９１,２１８１,２２０営業費用

１,４８５１,５１２１,５０９収入計

３８７２７７営業外収益

１,４４６１,４４０１,４３２営業収益

24年度23年度22年度科 目

■高速電車事業（都営地下鉄）■高速電車事業（都営地下鉄）
地下鉄

１０，０６７１０,１０６１０,６０５長期債務

財政収支の目標
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○ 計画期間中は、沿線の再開発や路線・ダイヤの見直しなどによる増収分を見込んでいます
が、景気の低迷などにより、乗客数の減少が予想されるため、乗車料収入は漸減していくも
のと推計しています。

○ エコドライブ活動の推進などによる経費の削減を見込んでいます。

○ ３か年の計画期間中、引き続き経常利益の確保に努めます。

（単位：億円）

３１０３２９３１３当年度末累積資金残（△不足）

△１９１６１１当年度資金残（△不足）

１８１５１２当年度末繰越損益

３３５経常損益

△１９△１８△１８営業損益

４２５４２６４２６支出計

１５１６１５営業外費用

４１０４１１４１１営業費用

４２８４３０４３１収入計

３７３７３９営業外収益

３９１３９２３９３営業収益

24年度23年度22年度科 目

【収支概況】

【収支目標】

【収支見込】

■自動車運送事業（都営バス）■自動車運送事業（都営バス）
バス
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○ ３か年の計画期間中、経常損益の改善に努め、平成24年度の黒字確保を目指します。

○ 観光ＰＲなどによる増収を見込んでいますが、沿線の労働力人口の減少などから乗客数の減
少が見込まれるため、全体としては、乗車料収入は減少していくものと推計しています。

○ 老朽化した車両や設備の更新によって支出の増加が見込まれますが、一方で、その車両更新
等による維持経費の抑制などを見込んでいます。

（単位：億円）

１１４当年度末累積資金残（△不足）

０△３△１４当年度資金残（△不足）

４４６当年度末繰越損益

０△２０経常損益

０△２△０営業損益

３０３３３２支出計

０００営業外費用

３０３３３１営業費用

３１３１３２収入計

１１１営業外収益

３０３０３１営業収益

24年度23年度22年度科 目

【収支概況】

【収支目標】

【収支見込】

■軌道事業（都電荒川線）■軌道事業（都電荒川線）
路面電車
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○ ３か年の計画期間中、経常損益の改善に努めます。

○ 乗客数の増加に伴い、今後数年は営業収益が増加し、経常損益の赤字も徐々に縮小してい
く見込みです。

○ しかしながら、建設に要した資本費負担（減価償却費及び支払利子）が大きく、経常損益
は今後も赤字が続く見込みです。また、累積欠損金の解消には数十年かかるなど厳しい経営
状況が予想されます。

（単位：億円）

△３９△４１△４０当年度末累積資金残（△不足）

２△２△９当年度資金残（△不足）

△１２９△１０８△８６当年度末繰越損益

△２０△２３△３１経常損益

△１３△１６△２０営業損益

６９６８７４支出計

７７１２営業外費用

６１６１６２営業費用

４９４６４３収入計

０００営業外収益

４８４５４２営業収益

24年度23年度22年度科 目

【収支概況】

【収支目標】

【収支見込】

■新交通事業（日暮里・舎人ライナー）■新交通事業（日暮里・舎人ライナー）
新交通
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○ ３か年の計画期間中、引き続き経常利益の確保に努めます。

○ 計画期間中は、総括原価主義に基づく電気の売却料金の算定方式により売電していくことが
可能となったため、引き続き、経常利益を確保できる見込みです。

（単位：億円）

２９２８２７当年度末累積資金残（△不足）

０１０当年度資金残（△不足）

１００当年度末繰越損益

０００経常損益

０００営業損益

１０１０１０支出計

０００営業外費用

９９９営業費用

１０１０１０収入計

０００営業外収益

１０１０１０営業収益

24年度23年度22年度科 目

【収支概況】

【収支目標】

【収支見込】

■電気事業（発電）■電気事業（発電）
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○ 景気の後退によって厳しい局面にありますが、３か年の計画期間中、年間収入額の拡大に努
め、平成24年度に年間収入額１２０億円を目指します。

○ 保有する土地・建物の有効活用、駅構内店舗等の推進、広告事業の展開などにより、収入の
増加を見込んでいます。

（単位：億円）

１２０１１９１１８合 計

１０１０１０そ の 他

５６５６５６土 地 ・ 建 物 の 活 用

４７４６４５広 告 事 業 の 展 開

８８８駅 空 間 の 活 用

24年度23年度22年度項 目

【収入概況】

【収入目標】

【収入見込】

■（参考）関連事業■（参考）関連事業 （各事業の収入のうち、関連事業に係る収入を再掲しています。）
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○ 今では、都営バスの車体の色と言えば「グリーンとオレンジ」ですが、交通局の長い歴史の中で、都営

バスの塗装カラーは様々な変遷をたどってきました。

○ 昭和５５年から新たに登場したイエロー・マルーンの塗装は、都市景観や環境との調和への配慮が不

十分であるとの指摘が多く、昭和５７年に有識者からなる「都バス色彩懇談会」を設けて検討を重ねまし

た。懇談会委員でもあった岡本太郎画伯の特別出品車を含む４案を都民に示し、最も支持の多かった

「緑色の基色、スカート部に薄いクリーム色」を採用しました。これがいわゆる昭和５７年に登場したナック

ルラインの都営バスです。なお、ナックルラインは平成２４年度までには全てノンステップバスに置き換わ

ることとなり、東京の街中で見ることはできなくなります。

○ 平成８年から導入した現在のノンステップバスの車体塗装は、乗りやすく画期的な車両であることや、

明るい都営バスのイメージを浸透させるため、それまでのグリーンを基調とし、明るさや新しさを感じさせ

る配色としています。また、躍進する都営バスをほうふつとさせるため、シンプルさの中にも動きを感じさ

せ、お客様にソフトで優しく親しみを感じていただけるデザインとしました。

車両が逼奏する中での事故防
止と、利用アピールのため明
視性の高い色調

昭和５５～５６年基色 イエロー

一部色 マルーン

オリンピックを契機として発展
した東京の街の色との調和を
考慮

昭和４３～５５年基色 アイボリー

一部色 ブルー

都電の車体色変更に伴い、統
一した色調デザイン

昭和３４～４３年基色 クリーム

一部色 マルーン

戦後混乱期の東京の街を走る
バスとして、安定した色彩感覚
とモダンなデザイン

昭和２４～３４年基色 うす緑

一部色 側板 灰色

スカート部 濃緑色

帯 オレンジ・白

車 両コンセプト期 間色 調

岡本太郎画伯デザイン
“幻の都営バス”

都営バスのカラーの変遷

ナックルラインの都営バス
昭和５７年～

ノンステップバス
平成８年～
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局事業別（計画事業内訳）局事業別（計画事業内訳）
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■高速電車事業（都営地下鉄）■高速電車事業（都営地下鉄）
地下鉄

局事業別（計画事業内訳）

テーマ別 計画事業番号・計 画 事 業 名

全事業 １ 安全マネジメント態勢の強化

全事業 ２ 連絡通報システムの構築【新規】

全事業 ３ 安全対策研修・各種訓練の充実

地下鉄事業 ４ 地下鉄信号教習装置の更新【新規】

地下鉄事業 ６ 地下鉄構造物の長寿命化【新規】

地下鉄事業 ７ 土木構造物の強化

地下鉄事業 ８ 施設・車両の適切な維持・管理

地下鉄事業 ９ 変電所設備の機能強化

地下鉄事業 １０ 総合指令の構築

地下鉄事業 １１ 運転指令電話装置の更新

地下鉄事業 １３ 大江戸線への可動式ホーム柵の整備

地下鉄事業 １４ 可動式ホーム柵の拡大の検討【新規】

地下鉄事業 １５ エスカレーターの改修・更新【新規】

地下鉄事業 １６ 駅構内監視カメラの機能強化【新規】

地下鉄事業 １８ 駅へのＡＥＤの増設

地下鉄事業 １９ 車両の火災対策の強化

地下鉄事業 ２０ 浅草線ＡＴＳの改良

地下鉄事業 ２１ 運転状況記録装置の設置

地下鉄事業 ２２ 地下鉄のダイヤの見直し

２３ 新宿線車両の１０両編成化

地下鉄事業 ２４ 大江戸線への新造車両導入

地下鉄事業 ２５ 大江戸線大泉学園町方面への延伸

１　安全・安心の確保

２　質の高いサービスの提供

安全管理体制の強化

安全輸送基盤の整備

運行管理機能の強化

駅施設・車両の安全性の強化

輸送力の増強・ダイヤの見直し
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テーマ別 計画事業番号・計 画 事 業 名

地下鉄事業 ３０ 大江戸線勝どき駅の大規模改良【新規】

地下鉄事業 ３１ 地下駅の全駅冷房化

関連事業 ３２ トイレのグレードアップ【新規】

地下鉄事業 ３３ 駅のリニューアル

地下鉄事業 ３４ 分かりやすい案内サインへの改良

地下鉄事業 ３５ 親しみやすい駅長事務室への改良

地下鉄事業 ３６ エレベーターの整備（１ルートの確保）

地下鉄事業 ３７ 乗換駅へのエスカレーターの増設

地下鉄事業 ３８ 「プチバリア」への対応

地下鉄事業 ３９ 「サービス介助士」の資格取得の拡大

全事業 ５０ ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

全事業 ５１ お客様誘致の積極的展開

地下鉄事業 ５２ 駅空間の活用

バス事業 ５３ 新たな情報提供サービスの導入【新規】

全事業 ５４ サービスマインドの向上

全事業 ５５ お客様の声を活かしたサービス改善

５６ 都営交通１００周年記念事業の実施【新規】

全事業 ５７ 環境にやさしい施設の整備

５８ 環境ＰＲによる利用促進【新規】

全事業 再掲 ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

５９ 環境対策への協力【新規】

地下鉄事業 ６０ トンネル湧水の河川等への放流

バス事業 ６４ 東大島エコ・プロジェクト（環境対応型バス停の設置）【新規】

バス事業 ６８ 音声案内装置・音声案内付触知図等の整備

地下鉄事業 再掲 「サービス介助士」の資格取得の拡大

地下鉄事業 ６９ マタニティマークの普及への協力

地下鉄事業 再掲 駅へのＡＥＤの増設

全事業 ７０ 電子マネーの利用による花粉症対策への協力

バス事業 ７１ 中学生の職場体験への協力

全事業 ７２ お客様へのマナーの呼びかけ

３　社会的要請への対応

駅・停留所の快適性の向上

魅力あるサービスの開発

環境対策の推進

福祉施策などの推進

行政施策との連携強化
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■自動車事業（都営バス）■自動車事業（都営バス）
バス

テーマ別 計画事業番号・計 画 事 業 名

全事業 １ 安全マネジメント態勢の強化

全事業 ２ 連絡通報システムの構築【新規】

全事業 ３ 安全対策研修・各種訓練の充実

バス事業 ５ ドライブレコーダーの全車導入

地下鉄事業 ２６ バス路線・ダイヤの見直し

バス事業 ２７ バスの定時性向上・走行環境改善への取組

地下鉄事業 ４０ 停留所上屋・ベンチの整備

バス事業 ４１ 乗り降りしやすい停留所への改善

バス事業 ４２ 外国人にも分かりやすい停留所表記と路線案内板の設置

全事業 ４３ 停留所における運行情報サービスの改善【新規】

バス事業 ４５ 全車両のノンステップバス化（低公害バスの積極的導入）

バス事業 ４６ 車いすの固定方法の改善

全事業 ５０ ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

全事業 ５１ お客様誘致の積極的展開

バス事業 ５３ 新たな情報提供サービスの導入【新規】

全事業 ５４ サービスマインドの向上

全事業 ５５ お客様の声を活かしたサービス改善

５６ 都営交通１００周年記念事業の実施【新規】

１　安全・安心の確保

２　質の高いサービスの提供

安全管理体制の強化

輸送力の増強・ダイヤの見直し

駅・停留所の快適性の向上

魅力あるサービスの開発

車両の快適性の向上
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テーマ別 計画事業番号・計 画 事 業 名

全事業 ５７ 環境にやさしい施設の整備

５８ 環境ＰＲによる利用促進【新規】

全事業 再掲 ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

５９ 環境対策への協力【新規】

バス事業 ６１ ハイブリッドバスの拡大導入

バス事業 再掲 全車両のノンステップバス化（低公害バスの積極的導入）

バス事業 ６２ 次世代燃料等の環境施策への協力

バス事業 ６３ エコドライブ活動の推進

バス事業 ６４ 東大島エコ・プロジェクト（環境対応型バス停の設置）【新規】

バス事業 再掲 車いすの固定方法の改善

地下鉄事業 ６９ マタニティマークの普及への協力

バス事業 ７１ 中学生の職場体験への協力

全事業 ７２ お客様へのマナーの呼びかけ

バス事業

３　社会的要請への対応

環境対策の推進

福祉施策などの推進

行政施策との連携強化

9595



■軌道事業（都電荒川線）■軌道事業（都電荒川線）
路面電車

テーマ別 計画事業番号・計 画 事 業 名

全事業 １ 安全マネジメント態勢の強化

全事業 ２ 連絡通報システムの構築【新規】

全事業 ３ 安全対策研修・各種訓練の充実

地下鉄事業 ８ 施設・車両の適切な維持・管理

地下鉄事業 １２ 都電荒川線運行管理装置の更新【新規】

地下鉄事業 ２８ 都電荒川線の定時性・速達性向上への取組

地下鉄事業 ４４ 都電荒川線運行情報サービスの改善【新規】

バス事業 ４７ 都電荒川線8800形への更新（7500形の置き換え）

軌道事業 ４８ 都電荒川線新型車両の導入（7000形の置き換え）【新規】

全事業 ５０ ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

全事業 ５１ お客様誘致の積極的展開

バス事業 ５３ 新たな情報提供サービスの導入【新規】

全事業 ５４ サービスマインドの向上

全事業 ５５ お客様の声を活かしたサービス改善

５６ 都営交通１００周年記念事業の実施【新規】

全事業 ５７ 環境にやさしい施設の整備

５８ 環境ＰＲによる利用促進【新規】

全事業 再掲 ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

５９ 環境対策への協力【新規】

軌道事業 ６５ 都電荒川線における緑化の推進

軌道事業 ６６ 都電荒川線の魅力向上と沿線地域の活性化【新規】

軌道事業 再掲 都電荒川線8800形への更新（7500形の置き換え）

軌道事業 再掲 都電荒川線新型車両の導入（7000形の置き換え）【新規】

地下鉄事業 ６９ マタニティマークの普及への協力

全事業 ７２ お客様へのマナーの呼びかけ

１　安全・安心の確保

２　質の高いサービスの提供

３　社会的要請への対応

安全管理体制の強化

安全輸送基盤の整備

運行管理機能の強化

輸送力の増強・ダイヤの見直し

駅・停留所の快適性の向上

車両の快適性の向上

魅力あるサービスの開発

環境対策の推進

沿線地域の活性化

行政施策との連携強化
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新交通
■新交通事業（日暮里・舎人ライナー）■新交通事業（日暮里・舎人ライナー）

テーマ別 計画事業番号・計 画 事 業 名

全事業 １ 安全マネジメント態勢の強化

全事業 ２ 連絡通報システムの構築【新規】

全事業 ３ 安全対策研修・各種訓練の充実

地下鉄事業 ８ 施設・車両の適切な維持・管理

地下鉄事業 １７ 日暮里・舎人ライナーの監視カメラの機能強化【新規】

地下鉄事業 ２９ 日暮里・舎人ライナーのダイヤの見直し【新規】

バス事業 ４９ 日暮里・舎人ライナーの混雑対策【新規】

全事業 ５０ ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

全事業 ５１ お客様誘致の積極的展開

地下鉄事業 ５２ 駅空間の活用

バス事業 ５３ 新たな情報提供サービスの導入【新規】

全事業 ５４ サービスマインドの向上

全事業 ５５ お客様の声を活かしたサービス改善

５６ 都営交通１００周年記念事業の実施【新規】

全事業 ５７ 環境にやさしい施設の整備

５８ 環境ＰＲによる利用促進【新規】

全事業 再掲 ＰＡＳＭＯを活用したポイントサービスの導入【新規】

５９ 環境対策への協力【新規】

軌道事業 ６７ 日暮里・舎人ライナーの魅力向上と沿線地域の

活性化【新規】

地下鉄事業 ６９ マタニティマークの普及への協力

全事業 ７０ 電子マネーの利用による花粉症対策への協力

全事業 ７２ お客様へのマナーの呼びかけ

１　安全・安心の確保

２　質の高いサービスの提供

３　社会的要請への対応

安全管理体制の強化

安全輸送基盤の整備

駅施設・車両の安全性の強化

輸送力の増強・ダイヤの見直し

車両の快適性の向上

魅力あるサービスの開発

環境対策の推進

沿線地域の活性化

行政施策との連携強化
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７７，６４０２８，５８３３０，１９３１８，８６４合 計

３０９１３２１３１４６社 会 的 要 請 へ の 対 応

２０，３００５，６７８１０，１１２４，５１０質 の 高 い サ ー ビ ス の 提 供

５７，０３１２２，７７３１９，９５０１４，３０８安 全 ・ 安 心 の 確 保

３か年計24年度23年度22年度

計 画 年 度 別 （単位：百万円）

７，７１６１，３５０３，１１９３，２４７合 計

１，８００６１７５６２６２１社 会 的 要 請 へ の 対 応

５，５８６５９１２，４１９２，５７６質 の 高 い サ ー ビ ス の 提 供

３３０１４２１３８５０安 全 ・ 安 心 の 確 保

３か年計24年度23年度22年度

計 画 年 度 別 （単位：百万円）

２，７０３６１０６８７１，４０６合 計

－－－－社 会 的 要 請 へ の 対 応

１，０９８１８４－９１４質 の 高 い サ ー ビ ス の 提 供

１，６０５４２６６８７４９２安 全 ・ 安 心 の 確 保

３か年計24年度23年度22年度

計 画 年 度 別 （単位：百万円）

１，３９５２０４９３７２５４合 計

－－－－社 会 的 要 請 へ の 対 応

７０１－６３４６７質 の 高 い サ ー ビ ス の 提 供

６９４２０４３０３１８７安 全 ・ 安 心 の 確 保

３か年計24年度23年度22年度

計 画 年 度 別 （単位：百万円）

９５７６３１４２７７７７７６合 計

５９５９－－－－経 営 力 の 強 化

２１－－－１８３社 会 的 要 請 へ の 対 応

２８０３７１１５６２０３質 の 高 い サ ー ビ ス の 提 供

５９７１７１６３５７０安 全 ・ 安 心 の 確 保

合 計その他新交通軌 道バ ス地下鉄

区 分 （単位：億円）
４ つ の 柱 - 取 組 方 針 -

高速電車事業（都営地下鉄）高速電車事業（都営地下鉄）

自動車事業（都営バス）自動車事業（都営バス）

軌道事業（都電荒川線）軌道事業（都電荒川線）

新交通事業新交通事業

（日暮里・舎人ライナー）（日暮里・舎人ライナー）

計画事業費内訳

9898
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